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1. 中央制御室の居住性（設計基準事故）に係る被ばく評価につい

て 

設計基準事故時における中央制御室等の運転員の被ばく評価に

当たっては，「原子力発電所中央制御室の居住性に係る被ばく評

価手法について（内規）（平成21・07・27原院第1号 平成21年8

月12日）」（以下，「被ばく評価手法（内規）」という。）に基

づき，評価を行った。 

1.1 大気中への放出量の評価 

評価事象は，原子炉冷却材喪失及び主蒸気管破断を対象とした。 

想定事故時における放射性物質の建屋内の存在量，大気中への

放出量は，仮想事故相当のソースタームを基にする数値，評価手

法及び評価条件を使用して評価した。 

 

1.2 大気拡散の評価 

被ばく評価に用いる相対濃度と相対線量は，大気拡散の評価に

従い実効放出継続時間を基に計算した値を年間について小さい方

から順に並べた累積出現頻度97％に当たる値を用いた。評価にお

いては，1985年10月～1986年9月の１年間における気象データを使

用した。 

 

 

 

 

 

 

1.3 建屋内の放射性物質からのガンマ線の評価 

原子炉建屋内の放射性物質からの直接ガンマ線及びスカイシャ

インガンマ線による運転員の実効線量は，施設の位置，建屋の配

置，形状等から評価した。直接ガンマ線については，QADCGGP2R

コードを用い，スカイシャインガンマ線については，ANISN及び

G33-GP2Rコードを用いて評価した。 

 

 

 

 

 

中央制御室の居住性(設計基準事故)に係る被ばく評価について 

 

設計基準事故時における中央制御室の居住性に係る被ばく評価

に当たっては,「原子力発電所中央制御室の居住性に係る被ばく評

価手法について(内規)(平成 21・07・27原院第 1号平成 21年 8月

12 日)」(以下「被ばく評価手法(内規)」という。)に基づき行っ

た。 

1．大気中への放出量の評価 

評価事象は,原子炉冷却材喪失及び主蒸気管破断を対象とした。 

想定事故時における放射性物質の建屋内の存在量,大気中への

放出量は,仮想事故相当のソースタームを基にする数値,評価手法

及び評価条件を使用して評価した。 

 

2．大気拡散の評価 

被ばく評価に用いる相対濃度と相対線量は,大気拡散の評価に従

い実効放出継続時間を基に計算した結果を年間について小さい方

から順に並べた累積出現頻度 97％に当たる値を用いた。評価にお

いては,2005 年 4 月～2006 年 3 月の 1 年間における気象データを

使用した。 

 

 

なお,当該データの使用に当たっては,当該 1 年間の気象データ

が長期間の気象状態を代表しているかどうかの検討をＦ分布検定

により実施し,特に異常でないことを確認している。 

 

3．原子炉建屋内の放射性物質からのガンマ線の評価 

原子炉建屋原子炉棟内の放射性物質からの直接ガンマ線及びス

カイシャインガンマ線による運転員の実効線量は,施設の位置,建

屋の配置,形状等を考慮して評価した。直接ガンマ線についてはＱ

ＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒコード,スカイシャインガンマ線については

ＡＮＩＳＮコード及びＧ３３－ＧＰ２Ｒコードを用いて評価し

た。 

 

 

 

 

中央制御室の居住性（設計基準事故）に係る被ばく評価について 

 

設計基準事故時における中央制御室等の運転員の被ばく評価に

当たっては，「原子力発電所中央制御室の居住性に係る被ばく評価

手法について（内規）（平成21・07・27原院第1号 平成21年8月12

日）」（以下「被ばく評価手法（内規）」という。）に基づき，評価

を行った。 

1. 大気中への放出量の評価 

評価事象は，原子炉冷却材喪失及び主蒸気管破断を対象とした。 

想定事故時における放射性物質の建物内の存在量，大気中への

放出量は，仮想事故相当のソースタームを基にする数値，評価手

法及び評価条件を使用して評価した。 

 

2. 大気拡散の評価 

被ばく評価に用いる相対濃度と相対線量は，大気拡散の評価に

従い実効放出継続時間を基に計算した値を年間について小さい方

から順に並べた累積出現頻度97％に当たる値を用いた。評価にお

いては，2009年１月～2009年12月の１年間における気象データを

使用した。 

 

 

なお,当該データの使用に当たっては,当該 1 年間の気象データ

が長期間の気象状態を代表しているかどうかの検討をＦ分布検定

により実施し,特に異常でないことを確認している。 

 

3. 建物内の放射性物質からのガンマ線の評価 

建物内の放射性物質からの直接ガンマ線及びスカイシャインガ

ンマ線による運転員の実効線量は，施設の位置，建物の配置，形

状等から評価した。直接ガンマ線については，ＱＡＤＣＧＧＰ２

Ｒコードを用い，スカイシャインガンマ線については，ＡＮＩＳ

Ｎ及びＧ３３－ＧＰ２Ｒコードを用いて評価した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉の気象を代

表する気象データを用

いて評価 
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1.4 中央制御室の居住性に係る被ばく評価 

被ばく評価に当たって考慮している被ばく経路（①～⑤）を図

1-1に示す。それぞれの経路における評価方法及び評価条件は以下

に示すとおりである。 

中央制御室等の運転員に係る被ばく評価期間は事象発生後30日

間とした。運転員の勤務形態は5直2交替とし，30日間の積算線量

を滞在期間及び入退域に要する時間の割合で配分し，実効線量を

評価した。 

 

 

 

1.4.1 中央制御室内での被ばく 

1.4.1.1 建屋内の放射性物質からのガンマ線による中央制御室内

での被ばく（経路①） 

事故期間中に建屋内に存在する放射性物質からの直接ガンマ線

及びスカイシャインガンマ線による中央制御室内での運転員の外

部被ばくは，前述1.3の方法で実効線量を評価した。 

 

1.4.1.2 大気中へ放出された放射性物質のガンマ線による中央制

御室内での被ばく（経路②） 

大気中へ放出された放射性物質からのガンマ線による中央制御

室内での外部被ばくは，事故期間中の大気中への放射性希ガス（以

下，「希ガス」という。）の放出量を基に大気拡散効果と中央制

御室の壁・天井によるガンマ線の遮蔽効果を踏まえて運転員の実

効線量を評価した。 

 

 

 

4．中央制御室の居住性に係る被ばく評価 

被ばく評価に当たって考慮している被ばく経路(①～⑤)を第

4-1図に示す。それぞれの経路における評価方法及び評価条件は

以下に示すとおりである。 

中央制御室等の運転員に係る被ばく評価期間は事象発生後 30

日間とした。 

運転員の勤務体系は 5直 2交替とし,30日間の評価期間におい

て最も中央制御室の滞在期間が長く,入退域回数が多い者を対象

として,30日間の積算線量を中央制御室の滞在期間及び入退域に

要する時間の割合で配分し,実効線量を評価した。  

 

4.1 中央制御室内での被ばく 

4.1.1 原子炉建屋内の放射性物質からのガンマ線による被ばく

(経路①) 

事故期間中に原子炉建屋原子炉棟内に存在する放射性物質か

らの直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線による中央制御

室内での運転員の外部被ばくは,前述 3．の方法で実効線量を評

価した。 

4.1.2 大気中へ放出された放射性物質からのガンマ線による被ば

く(経路②) 

大気中へ放出された放射性物質からのガンマ線による中央制

御室内での外部被ばくは,事故期間中の大気中への放射性希ガ

ス等(以下「希ガス等」という。)の放出量を基に大気拡散効果

と中央制御室の壁・天井によるガンマ線の遮蔽効果を踏まえて

運転員の実効線量を評価した。 

 

 

 

4. 中央制御室の居住性に係る被ばく評価 

被ばく評価に当たって考慮している被ばく経路（①～⑤）を，

図4－1に示す。それぞれの経路における評価方法及び評価条件は

以下に示すとおりである。 

中央制御室等の運転員に係る被ばく評価期間は事象発生後30日

間とした。運転員の勤務形態は４直２交替とし，30日間の積算線

量を滞在期間及び入退域に要する時間の割合で配分し，運転員一

人当たりの評価期間中の平均的な実効線量を評価した。 

 

 

 

4.1 中央制御室内での被ばく 

4.1.1 建物内の放射性物質からのガンマ線による中央制御室内で

の被ばく（経路①） 

事故期間中に建屋内に存在する放射性物質からの直接ガンマ線

及びスカイシャインガンマ線による中央制御室内での運転員の外

部被ばくは，前述3.の方法で実効線量を評価した。 

 

4.1.2 大気中へ放出された放射性物質のガンマ線による中央制御

室内での被ばく（経路②） 

大気中へ放出された放射性物質からのガンマ線による中央制御

室内での外部被ばくは，事故期間中の大気中への放射性希ガス（以

下，「希ガス」という。）の放出量を基に大気拡散効果と中央制

御室の壁・天井によるガンマ線の遮蔽効果を踏まえて運転員の実

効線量を評価した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・体制，評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉は通常時５

直２交替であるが仮に

通常どおりに運転員を

確保できない場合とし

て４直２交替を仮定し，

運転員１人当たりの 30

日間の平均的な実効線

量を評価している 
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図1-1 事故時における中央制御室等の運転員の被ばく経路 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 4-1図 事故時における中央制御室等の運転員の被ばく経路 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4－1 事故時における中央制御室等の運転員の被ばく経路 
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図1-2 6号及び7号炉中央制御室換気空調設備の概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第4-2図 中央制御室換気系概略図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図4－2 ２号炉中央制御室換気系の概要図 
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1.4.1.3 室内に外気から取り込まれた放射性物質による中央制御

室内での被ばく（経路③） 

事故期間中に大気中へ放出された放射性物質の一部は外気から

中央制御室内に取り込まれる。中央制御室内に取り込まれた希ガ

スのガンマ線による外部被ばく及び放射性よう素（以下，「よう

素」という。）の吸入摂取による内部被ばくの和として実効線量

を評価した。 

中央制御室内の放射性物質濃度の計算に当たっては，(1)，(2)

に示す中央制御室換気空調設備の効果を考慮した。 

(1) 再循環運転モード 

中央制御室換気空調設備の再循環運転モードは，通常開いてい

る外気取り込みダンパを閉止し，再循環させてよう素をチャコー

ルフィルタにより低減する運転モードであり，具体的な系統構成

は図1-2に示すとおりである。なお，柏崎刈羽原子力発電所6号炉

と7号炉の中央制御室（下部中央制御室を除く）は共用している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) チャコールフィルタを通らない空気流入量 

柏崎刈羽原子力発電所6号及び7号炉中央制御室へのチャコール

フィルタを通らない空気流入量は，空気流入率測定試験結果を踏

まえて保守的に換気率換算で0.5回/hを仮定して評価した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.1.3 室内に外気から取り込まれた放射性物質による被ばく(経

路③) 

事故期間中に大気中へ放出された放射性物質の一部は外気か

ら中央制御室内に取り込まれる。中央制御室内に取り込まれた

希ガス等からのガンマ線による外部被ばく及び放射性よう素

(以下「よう素」という。)の吸入摂取による内部被ばくの和と

して実効線量を評価した。 

中央制御室内の放射性物質濃度の計算に当たっては,(1),(2)

に示す中央制御室換気系の効果を考慮した。 

(1)中央制御室換気運転モード  

中央制御室換気系の運転モードを以下に示す。具体的な系

統構成は第 4-2図に示すとおりである。  

1)通常時運転時 

通常時は,中央制御室空気調和機ファン及び中央制御室

排気用ファンにより,一部外気を取り入れる閉回路循環方

式によって中央制御室の空気調節を行う。 

2)事故時  

事故時は,外気取入口を遮断して,中央制御室フィルタ系

ファンによりフィルタユニット(高性能粒子フィルタ及び

チャコールフィルタ)を通した閉回路循環運転とし,運転員

を放射線被ばくから防護する。 

なお,外気の遮断が長期にわたり,室内環境が悪化した場

合には,チャコールフィルタにより外気を浄化して取り入

れることもできる。 

(2)フィルタを通らない空気流入量 

中央制御室へのフィルタユニットを通らない空気の流入量

は,空気流入率測定試験結果を踏まえて保守的に換気率換算

で 1.0回／hと仮定して評価した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.1.3 室内に外気から取り込まれた放射性物質による中央制御室

内での被ばく（経路③） 

事故期間中に大気中へ放出された放射性物質の一部は外気から

中央制御室内に取り込まれる。中央制御室内に取り込まれた希ガ

スのガンマ線による外部被ばく及び放射性よう素（以下「よう素」

という。）の吸入摂取による内部被ばくの和として実効線量を評価

した。 

中央制御室内の放射性物質濃度の計算に当たっては，(1)，(2)

に示す中央制御室換気系の効果を考慮した。 

(1)系統隔離運転 

中央制御室換気系の系統隔離運転は，通常開いている中央制御

室給気隔離弁を閉止し，再循環させてよう素をチャコールフィル

タにより低減する運転であるが，本評価においては，保守的に事

故期間中も外気を取込む運転を想定する。具体的な系統構成は図4

－2に示すとおりである。なお，島根原子力発電所１号炉と２号炉

の中央制御室は共用している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)チャコールフィルタを通らない空気流入量 

中央制御室へのチャコールフィルタを通らない空気流入量は，

空気流入率測定試験結果を踏まえて保守的に換気率換算で0.5回

/hを仮定して評価した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉には下部中

央制御室はない 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

空気流入率測定試験結

果の結果(0.082 回/h)

を基に保守的に設定（表

1‐3‐1 参照） 
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1.4.2 入退域時の被ばく 

1.4.2.1 建屋内の放射性物質からのガンマ線による入退域時の被

ばく（経路④） 

事故期間中に建屋内に存在する放射性物質からの直接ガンマ線

及びスカイシャインガンマ線による入退域時の運転員の外部被ば

くは，中央制御室の壁・天井によるガンマ線の遮蔽効果を期待し

ないこと以外は，「1.4.1.1 建屋内の放射性物質からのガンマ線

による中央制御室内での被ばく（経路①）」と同様な手法で実効

線量を評価した。 

入退域時の運転員の実効線量の評価に当たっては，サービス建

屋入口を代表評価点とし，入退域ごとに評価点に15分間滞在する

として評価した。 

 

 

1.4.2.2 大気中へ放出された放射性物質による入退域時の被ばく

（経路⑤） 

大気中へ放出された放射性物質からのガンマ線による入退域時

の被ばくは，中央制御室の壁・天井によるガンマ線の遮蔽効果を

期待しないこと以外は「1.4.1.2 大気中へ放出された放射性物質

のガンマ線による中央制御室内での被ばく（経路②）」と同様な

手法で，希ガスのガンマ線による外部被ばく及びよう素の吸入摂

取による内部被ばくの和として運転員の実効線量を評価した。入

退域時の運転員の実効線量の評価に当たっては，上記1.4.2.1の仮

定に同じである。 

 

 

 

1.5 評価結果のまとめ 

柏崎刈羽原子力発電所6号及び7号炉の設計基準事故時における

中央制御室の運転員の被ばく評価を実施した結果，原子炉冷却材

喪失及び主蒸気管破断において被ばく評価手法（内規）の判断基

準100mSvを超えないことを確認した。なお，評価結果を表1-1及び

表1-2に，評価内訳を表1-3及び表1-4に示す。また，被ばく経路を

表1-5，被ばく評価の主要条件を表1-6及び表1-7に示す。 

 

 

4.2 入退域時の被ばく 

4.2.1 原子炉建屋内の放射性物質からのガンマ線による被ばく

(経路④)  

事故期間中に原子炉建屋原子炉棟内に存在する放射性物質か

らの直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線による入退域時

の運転員の外部被ばくは,中央制御室の壁・天井によるガンマ線

の遮蔽効果を期待しないこと以外は,「4.1.1 原子炉建屋内の放

射性物質からのガンマ線による被ばく(経路①)」と同様な手法

で実効線量を評価した。 

入退域時の運転員の実効線量の評価に当たっては,建屋出入

口を代表点とし,入退域ごとに評価点に 15 分滞在するとして評

価した。 

 

 

4.2.2 大気中へ放出された放射性物質による被ばく(経路⑤) 

 

大気中へ放出された放射性物質からのガンマ線による入退域

時の被ばくは,中央制御室の壁・天井によるガンマ線の遮蔽効果

を期待しないこと以外は「4.1.2 大気中へ放出された放射性物

質のガンマ線による被ばく(経路②)」と同様な手法で,吸入摂取

による内部被ばくは中央制御室の換気系に期待しないこと以外

は「4.1.3 室内に外気から取り込まれた放射性物質による被ば

く(経路③)」と同様な方法で放射性物質からのガンマ線による

外部被ばく及び吸入摂取による内部被ばくの和として運転員の

実効線量を評価した。  

入退域時の運転員の実効線量の評価は,上記 4.2.1 の仮定と

同じとした。 

5．評価結果のまとめ 

設計基準事故時における中央制御室等の運転員の被ばく評価

結果を第 5-1表に,内訳を第 5-2表に示す。評価結果は,原子炉冷

却材喪失において実効線量で約 2.9mSv,主蒸気管破断において

実効線量で約 1.7mSv であり,法令における緊急時作業に係る線

量限度 100mSvを下回っている。 

なお,この評価に係る被ばく経路イメージを第 5-3 表に,被ば

く評価の主要条件を第 5-4表及び第 5-5表に示す。 

 

4.2 入退域時の被ばく 

4.2.1 建物内の放射性物質からのガンマ線による入退域時の被

ばく（経路④） 

事故期間中に建物内に存在する放射性物質からの直接ガンマ線

及びスカイシャインガンマ線による入退域時の運転員の外部被ば

くは，中央制御室の壁・天井によるガンマ線の遮蔽効果を期待し

ないこと以外は，「4.1.1 建物内の放射性物質からのガンマ線に

よる中央制御室内での被ばく（経路①）」と同様な手法で実効線量

を評価した。 

入退域時の運転員の実効線量の評価に当たっては，１号炉ター

ビン建物入口を代表評価点とし，入退域ごとに評価点に15分間滞

在するとして評価した。 

 

 

4.2.2 大気中へ放出された放射性物質による入退域時の被ばく

（経路⑤） 

大気中へ放出された放射性物質からのガンマ線による入退域時

の被ばくは，中央制御室の壁・天井によるガンマ線の遮蔽効果を

期待しないこと以外は「4.1.2 大気中へ放出された放射性物質の

ガンマ線による中央制御室内での被ばく（経路②）」と同様な手法

で，希ガスのガンマ線による外部被ばく及びよう素の吸入摂取に

よる内部被ばくの和として運転員の実効線量の評価した。入退域

時の運転員の実効線量の評価に当たっては，上記4.2.1の仮定に同

じである。 

 

 

 

5. 評価結果のまとめ 

島根原子力発電所２号炉の設計基準事故時における中央制御室

の運転員の被ばく評価を実施した結果，原子炉冷却材喪失及び主

蒸気管破断において被ばく評価手法（内規）の判断基準100mSvを

超えないことを確認した。なお，評価結果を表5－1，評価内訳を

表5－2に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号の中央制御室

は他の建物に囲われた

配置となっており，運転

員は 1 号炉タービン建

物入口から入退域する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・申請号炉数の相違 

【柏崎 6/7】 
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表1-1 中央制御室の居住性（設計基準事故）に係る被ばく評価結

果（6号炉） 

（単位：mSv） 

被ばく経路 
原子炉冷却
材喪失 

（実効線量） 

主蒸気管破
断 

（実効線量） 

中
央
制
御
室
内 

① 建屋内の放射性物質か
らのガンマ線による中央
制御室内での被ばく 

約 1.1×10-1 約 1.6×10-5 

② 大気中へ放出された放
射性物質のガンマ線によ
る中央制御室内での被ば
く 

約 1.9×10-1 約 9.0×10-4 

③ 室内に外気から取り込
まれた放射性物質による
中央制御室内での被ばく 

約 1.1×101 約 3.9×10-1 

小  計（①＋②＋③） 約 1.2×101 約 3.9×10-1 

入
退
域
時 

④ 建屋内の放射性物質か
らのガンマ線による入退
域時の被ばく 

約 1.0×100 約 5.5×10-4 

⑤ 大気中へ放出された放
射性物質による入退域時
の被ばく 

約 4.8×10-1 約 9.6×10-3 

小計（④＋⑤） 約 1.5×100 約 1.0×10-2 

合  計（①＋②＋③＋④＋⑤） 約 13 約 0.40 

 

表1-2 中央制御室の居住性（設計基準事故）に係る被ばく評価結

果（7号炉） 

（単位：mSv） 

被ばく経路 
原子炉冷却
材喪失 

（実効線量） 

主蒸気管破
断 

（実効線量） 

中
央
制
御
室
内 

① 建屋内の放射性物質か
らのガンマ線による中央
制御室内での被ばく 

約 3.8×10-3 約 9.0×10-4 

② 大気中へ放出された放
射性物質のガンマ線によ
る中央制御室内での被ば
く 

約 3.1×10-1 約 1.3×10-3 

③ 室内に外気から取り込
まれた放射性物質による
中央制御室内での被ばく 

約 2.0×101 約 5.7×10-1 

小  計（①＋②＋③） 約 2.1×101 約 5.7×10-1 

入
退
域
時 

④ 建屋内の放射性物質か
らのガンマ線による入退
域時の被ばく 

約 1.4×100 約 5.6×10-4 

⑤ 大気中へ放出された放
射性物質による入退域時
の被ばく 

約 4.8×10-1 約 1.3×10-2 

小計（④＋⑤） 約 1.8×100 約 1.3×10-2 
合  計（①＋②＋③＋④＋⑤） 約 22 約 0.58 

 

第 5-1表 中央制御室の居住性(設計基準事故)に係る被ばく評価

結果 

（単位：mSv） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表5－1 中央制御室の居住性（設計基準事故）に係る被ばく評価

結果（２号炉） 

（単位：mSv） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・申請号炉数の相違 

【柏崎 6/7】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

被ばく経路 
原子炉冷却材喪失 

（実効線量） 

主蒸気管破断 

（実効線量） 

中

央

制

御

室

内 

①建物内の放射性物質からのガンマ

線による中央制御室内での被ばく 
約 8.3×10-４ 約 4.7×10-５ 

②大気中へ放出された放射性物質の

ガンマ線による中央制御室内での

被ばく 

約 5.1×10-１ 約 1.5×10-３ 

③室内に外気から取り込まれた放射

性物質による中央制御室内での被

ばく 

約 9.7×10０ 約 4.0×10-1 

小  計（①＋②＋③） 約 1.0×10１ 約 4.0×10-1 

入

退

域

時 

④建物内の放射性物質からのガンマ

線による入退域時の被ばく 
約 7.5×10-２ 約 1.8×10-４ 

⑤大気中へ放出された放射性物質に

よる入退域時の被ばく 
約 1.3×10０ 約 1.7×10-２ 

小  計（④＋⑤） 約 1.3×10０ 約 1.7×10-２ 

合  計（①＋②＋③＋④＋⑤） 約 12 約 0.42 
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表1-3 中央制御室の居住性（設計基準事故）に係る被ばく評価結

果内訳（6号炉） 

（単位：mSv） 

 
 

被ばく経路 

原子炉冷却材喪失 主蒸気管破断 

内部
被ば
く 

外部
被ば
く 

実効
線量
の 
合計
値 

内部
被ば
く 

外部
被ば
く 

実効
線量
の 
合計
値 

中
央
制
御
室
内 

① 建屋内の
放射性物質か
らのガンマ線
による中央制
御室内での被
ばく 

－ 

約
1.1
×
10-1 

約
1.1
×
10-1 

－ 

約
1.6
×
10-5 

約
1.6
×
10-5 

② 大気中へ
放出された放
射性物質のガ
ンマ線による
中央制御室内
での被ばく 

－ 

約
1.9
×
10-1 

約
1.9
×
10-1 

－ 

約
9.0
×
10-4 

約
9.0
×
10-4 

③ 室内に外
気から取り込
まれた放射性
物質による中
央制御室内で
の被ばく 

約
9.4
×
100 

約
1.9
×
100 

約
1.1
×
101 

約
3.8
×
10-1 

約
1.2
×
10-2 

約
3.9
×
10-1 

小  計（①＋
②＋③） 

約
9.4
×
100 

約
2.2
×
100 

約
1.2
×
101 

約
3.8
×
10-1 

約
1.3
×
10-2 

約
3.9
×
10-1 

入
退
域
時 

④ 建屋内の
放射性物質か
らのガンマ線
による入退域
時の被ばく 

－ 

約
1.0
×
100 

約
1.0
×
100 

－ 

約
5.5
×
10-4 

約
5.5
×
10-4 

⑤ 大気中へ
放出された放
射性物質によ
る入退域時の
被ばく 

約
3.3
×
10-1 

約
1.5
×
10-1 

約
4.8
×
10-1 

約
9.1
×
10-3 

約
5.3
×
10-4 

約
9.6
×
10-3 

小  計（④＋
⑤） 

約
3.3
×
10-1 

約
1.2
×
100 

約
1.5
×
100 

約
9.1
×
10-3 

約
1.1
×
10-3 

約
1.0
×
10-2 

合  計（①＋②＋
③＋④＋⑤） 

約
9.8
×
100 

約
3.4
×
100 

約 13 

約
3.9
×
10-1 

約
1.4
×
10-2 

約
0.40 

 

 

第 5-2表 中央制御室の居住性(設計基準事故)に係る被ばく評価

結果の内訳 

 

 

表5－2 中央制御室の居住性（設計基準事故）に係る被ばく評価

結果内訳（２号炉） 

（単位：mSv） 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
原
子
炉
冷
却
材
喪
失
 

主
蒸
気
管
破
断
 

内
部
被
ば
く
 

外
部
被
ば
く
 

実
効
線
量
の
 

合
計
値
 

内
部
被
ば
く
 

外
部
被
ば
く
 

実
効
線
量
の
 

合
計
値
 

中 央 制 御 室 内
 

①
建
物
内
の
放
射
性
物
質
か
ら
の
ガ
ン
マ

線
に
よ
る
中
央
制
御
室
内
で
の
被
ば
く
 

―
 

約
8
.
3
×
10

-
４
 

約
8
.
3
×
10

-
４
 

―
 

約
4
.
7
×
10

-
５
 

約
4
.
7
×
10

-
５
 

②
大
気
中
へ
放
出
さ
れ
た
放
射
性
物
質
の

ガ
ン
マ
線
に
よ
る
中
央
制
御
室
内
で
の

被
ば
く
 

―
 

約
5
.
1
×
10

-
１
 

約
5
.
1
×

10
-
１
 

―
 

約
1
.
5
×
10

-
３
 

約
1
.
5
×
10

-
３
 

③
室
内
に
外
気
か
ら
取
り
込
ま
れ
た
放
射

性
物
質
に
よ
る
中
央
制
御
室
内
で
の
被

ば
く
 

約
7
.
9
×

10
０
 

約
1
.
8
×
10

０
 

約
9
.
7
×

10
０
 

約
3
.
9
×
10

-
１
 

約
9
.
0
×
10

-
３
 

約
4
.
0
×
10

-
１
 

小
 
 
計
（
①
＋
②
＋
③
）
 

約
7
.
9
×

10
０
 

約
2
.
3
×
10

０
 

約
1
.
0
×

10
１
 

約
3
.
9
×
10

-
１
 

約
1
.
1
×
10

-
２
 

約
4
.
0
×
10

-
１
 

入 退 域 時
 

④
建
物
内
の
放
射
性
物
質
か
ら
の
ガ
ン
マ

線
に
よ
る
入
退
域
時
の
被
ば
く

 
―

 
約

7
.
5
×
10

-
２
 

約
7
.
5
×

10
-
２
 

―
 

約
1
.
8
×
10

-
４
 

約
1
.
8
×
10

-
４
 

⑤
大
気
中
へ
放
出
さ
れ
た
放
射
性
物
質
に

よ
る
入
退
域
時
の
被
ば
く
 

約
8
.
5
×

10
-
１
 

約
4
.
0
×
10

-
１
 

約
1
.
3
×

10
０
 

約
1
.
6
×
10

-
２
 

約
5
.
2
×
10

-
４
 

約
1
.
7
×
10

-
２
 

小
 
 
計
（
④
＋
⑤
）
 

約
8
.
5
×

10
-
１
 

約
4
.
8
×
10

-
１
 

約
1
.
3
×

10
０
 

約
1
.
6
×
10

-
２
 

約
7
.
0
×
10

-
４
 

約
1
.
7
×
10

-
２
 

合
 
 
計
（
①
＋
②
＋
③
＋
④
＋
⑤
）
 

約
8
.
7
×

10
０
 

約
2
.
8
×
10

０
 

約
1
2 

約
4
.
0
×
10

-
１
 

約
1
.
1
×
10

-
２
 

約
0
.
4
2 
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表1-4 中央制御室の居住性（設計基準事故）に係る被ばく評価結

果内訳（7号炉） 

（単位：mSv） 

 
 

被ばく経路 
 

原子炉冷却材喪失 主蒸気管破断 

内部
被ば
く 

外部
被ば
く 

実効
線量
の 
合計
値 

内部
被ば
く 

外部
被ば
く 

実効
線量
の 
合計
値 

中
央
制
御
室
内 

① 建屋内の
放射性物質か
らのガンマ線
による中央制
御室内での被
ばく 

－ 

約
3.8
×
10-3 

約
3.8
×
10-3 

－ 

約
9.0
×
10-4 

約
9.0
×
10-4 

② 大気中へ
放出された放
射性物質のガ
ンマ線による
中央制御室内
での被ばく 

－ 

約
3.1
×
10-1 

約
3.1
×
10-1 

－ 

約
1.3
×
10-3 

約
1.3
×
10-3 

③ 室内に外
気から取り込
まれた放射性
物質による中
央制御室内で
の被ばく 

約
1.7
×
101 

約
3.2
×
100 

約
2.0
×
101 

約
5.5
×
10-1 

約
1.8
×
10-2 

約
5.7
×
10-1 

小  計（①＋
②＋③） 

約
1.7
×
101 

約
3.5
×
100 

約
2.1
×
101 

約
5.5
×
10-1 

約
2.1
×
10-2 

約
5.7
×
10-1 

入
退
域
時 

④ 建屋内の
放射性物質か
らのガンマ線
による入退域
時の被ばく 

－ 

約
1.4
×
100 

約
1.4
×
100 

－ 

約
5.6
×
10-4 

約
5.6
×
10-4 

⑤ 大気中へ
放出された放
射性物質によ
る入退域時の
被ばく 

約
3.3
×
10-1 

約
1.5
×
10-1 

約
4.8
×
10-1 

約
1.2
×
10-2 

約
5.3
×
10-4 

約
1.3
×
10-2 

小  計（④＋
⑤） 

約
3.3
×
10-1 

約
1.5
×
100 

約
1.8
×
100 

約
1.2
×
10-2 

約
1.1
×
10-3 

約
1.3
×
10-2 

合  計（①＋②＋
③＋④＋⑤） 

約
1.7
×
101 

約
5.1
×
100 

約 22 

約
5.6
×
10-1 

約
2.2
×
10-2 

約
0.58 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・申請号炉数の相違 

【柏崎 6/7】 
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表1-5 中央制御室の居住性（設計基準事故）に係る被ばく経路 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 5-3表 中央制御室の居住性(設計基準事故)に係る被ばく経路

イメージ 

 

 

 

 

 

 

表5－3 中央制御室の居住性（設計基準事故）に係る被ばく経路

イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
中
央
制
御
室
内
で
の
被
ば
く

 

①
建
物
内
の
放
射
性
物
質
か
ら
の
ガ
ン
マ
線
に
よ
る
中
央
制
御
室
内
で
の
被
ば
く

 

（
直
接
ガ
ン
マ
線
及
び
ス
カ
イ
シ
ャ
イ
ン
ガ
ン
マ
線
に
よ
る
外
部
被
ば
く
）

 

②
大
気
中
へ
放
出
さ
れ
た
放
射
性
物
質
の
ガ
ン
マ
線
に
よ
る
中
央
制
御
室
内
で
の
被
ば
く

 

（
放
射
性
雲
か
ら
の
ガ
ン
マ
線
に
よ
る
外
部
被
ば
く
）

 

③
室
内
に
外
気
か
ら
取
り
込
ま
れ
た
放
射
性
物
質
に
よ
る
中
央
制
御
室
内
で
の
被
ば
く

 

（
吸
入
摂
取
に
よ
る
内
部
被
ば
く
，
室
内
に
浮
遊
し
て
い
る
放
射
性
物
質
か
ら
の
ガ
ン
マ
線
に
よ
る
外
部
被
ば
く
）

 

入
退
域
時
の
被
ば
く

 

④
建
物
内
の
放
射
性
物
質
か
ら
の
ガ
ン
マ
線
に
よ
る
入
退
域
時
の
被
ば
く

 

（
直
接
ガ
ン
マ
線
及
び
ス
カ
イ
シ
ャ
イ
ン
ガ
ン
マ
線
に
よ
る
外
部
被
ば
く
）

 

⑤
大
気
中
へ
放
出
さ
れ
た
放
射
性
物
質
に
よ
る
入
退
域
時
の
被
ば
く

 

（
放
射
性
雲
か
ら
の
ガ
ン
マ
線
に
よ
る
外
部
被
ば
く
，
吸
入
摂
取
に
よ
る
内
部
被
ば
く
）

 

 

                      

中
央

制
御

室
内

で
の

被
ば

く
 

入
退

域
で

の
被

ば
く

 

③
 

③

 

④
 

⑤
 ⑤
 

②
 

①
 

①
 

非
常

用
ガ

ス
 

処
理

系
 

 原
子

炉
格

納
容

器
 

原
子

炉
建

物
 

直
接

ガ
ン

マ
線

 

ガ
ン

マ
線

 

漏
洩

 

中
央
制
御
室

換
気
系
 

 
 

吸
入
摂
取
 

 
吸
入
摂
取
 

放
射

性
雲

か
ら

の
ガ

ン
マ

線
 

ス
カ

イ
シ

ャ
イ

ン
ガ

ン
マ

線
 

中
央

制
御

室
 

 ス
カ
イ
シ
ャ
イ
ン
ガ
ン
マ
線
 

 
吸

入
摂

取
 

 
吸

入
摂

取
 

中
央
制
御
室

換
気
系
 

 

原
子
炉
建
物
 

 

ブ
ロ
ー
ア

ウ
ト
パ

ネ
ル

 

 

ブ
ロ
ー
ア

ウ
ト
パ

ネ
ル

 

 

タ
ー
ビ
ン

建
物
 

 

中
央

制
御
室

内
で
の

被
ば
く
 

 

入
退

域
で
の

被
ば
く
 

 

直
接
ガ

ン
マ
線

 

ガ
ン
マ

線
 

放
射

性
雲

か
ら

の
ガ

ン
マ

線
 

中
央
制
御
室
 

④
 

①
 

②
 

⑤
 

⑤
 

④
 

①
 

③
 

③
 

原
子

炉
冷

却
材

喪
失

 
主
蒸

気
管

破
断

 

232



 

 

 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版) 東海第二発電所（2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

表1-6 中央制御室の居住性（設計基準事故：原子炉冷却材喪失）

に係る被ばく評価の主要条件 

主な評価条件 

大項目 中項目 主要条件 

原子炉格

納容器に

放出され

る核分裂

生成物量 

炉心熱出力 

4,005MWt 

（定格出力3,926MWtの約

102%） 

原子炉運転時間 2,000日 

格納容器に放出され

る核分裂生成物割合 

希ガス：100% 

よう素：50% 

原子炉格

納容器内

での低減

効果 

原子炉格納容器等へ

の無機よう素の沈着

効果 

50% 

サプレッション・チ

ェンバのプール水に

よる無機よう素の気

液分配係数 

100 

環境への

放出 

原子炉格納容器から

の漏えい率 

事故後1時間まで：0.6%/

日 

1時間以降：0.3%/日 

大気拡散 

気象資料 
1985年10月1日～1986年9

月30日（1年間） 

実効放出継続時間 
希ガス：110時間 

よう素：340時間 

累積出現頻度 小さい方から 97% 

着目方位（滞在時） 
6号炉：6方位 7号炉：9

方位 

運転員の 

被ばく評

価 

非常用ガス処理系 

よう素除去効率 
99% 

非常用ガス処理系 

換気率 
0.5回/日 

交代要員体制の考慮 5直 2交替 

直接ガンマ線，スカ

イシャインガンマ線

評価コード 

直接ガンマ線：

QAD-CGGP2R 

スカイシャインガンマ

線：ANISN及びG33-GP2R 

評価期間 30日間 

第 5-4表 中央制御室の居住性(設計基準事故：原子炉冷却材喪

失)に係る被ばく評価の主要条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表5－4 中央制御室の居住性（設計基準事故：原子炉冷却材喪失）

に係る被ばく評価の主要条件 

 

大項目 中項目 主要条件 

原子炉格納容

器に放出され

る核分裂生成

物量 

炉心熱出力 

2,540MW 

（定格出力 2,436MWの

約 105％） 

原子炉運転時間 2,000日 

原子炉格納容器に放出

される核分裂生成物の

割合 

希ガス 100％ 

よう素 50％ 

原子炉格納容

器内での低減

効果 

原子炉格納容器等への 

無機よう素の沈着効果 
50％ 

サプレッション・チェ

ンバのプール水による

無機よう素の気液分配

係数 

100 

環境への放出 
原子炉格納容器からの

漏えい率 
0.5％/日 

大気拡散 

気象資料 
2009年１月１日～12月

31日（１年間） 

実効放出継続時間 24時間 

累積出現頻度 小さい方から 97％ 

着目方位（滞在時） ９方位 

運転員の 

被ばく評価 

非常用ガス処理系よう

素除去効率 
99％ 

非常用ガス処理系換気

率 
１回/日 

交替要員体制の考慮 

４直２交替をベースに

滞在時間，入退域回数

を設定 

直接ガンマ線，スカイ

シャインガンマ線評価

コード 

直接ガンマ線：ＱＡＤ

－ＣＧＧＰ２Ｒ 

スカイシャインガンマ

線：ＡＮＩＳＮ及びＧ

33－ＧＰ２Ｒ 

評価期間 30日間 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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評価イメージ （原子炉冷却材喪失） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉の評価結果

は表 5－2に記載 
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表1-7 中央制御室の居住性（設計基準事故：主蒸気管破断）に係

る被ばく評価の主要条件 

主な評価条件 

大項目 中項目 主要条件 

原子炉
格納容
器に放
出され
る核分
裂生成
物量 

炉心熱出力 
4,005MWt 

（定格出力 3,926MWtの約
102%） 

原子炉運転時間 2,000日 

事象発生前の原子炉冷
却材中の放射性物質濃

度 

I-131を1.3×103Bq/gと
し，それに応じほかのハロ
ゲン等の組成を拡散組成
として考慮 

燃料棒から追加放出さ
れる核分裂生成物の量 

I-131を7.4×1013Bqとし，
それに応じほ 
かのハロゲン等及び希ガ
スの組成を平 
衡組成として考慮 
希ガスについてはよう素

の 2倍とする 

主蒸気
隔離弁
からの
放出 

主蒸気隔離弁閉止前の
破断口からの放出 

放出冷却材に含まれる量 

追加放出される核分裂
生成物のうち主蒸気隔
離弁閉止までの破断口

からの放出 

1% 

主蒸気隔離弁から建物
内への漏えい 

120%/日 

大気拡
散 

気象資料 
1985年 10月 1日～1986
年 9月 30日（1年間） 

実効放出継続時間 
希ガス・ハロゲン：1時間 

よう素：20時間 
累積出現頻度 小さい方から 97% 

着目方位（滞在時） 
6号炉：6方位 
7号炉：9方位 

運転員
の被ば
く評価 

交代要員体制の考慮 5直 2交替 

直接ガンマ線，スカイ
シャインガンマ線 

評価コード 

直接ガンマ線：QAD-CGGP2R 
スカイシャインガンマ
線：ANISN及び 

          
G33-GP2R 

評価期間 30日間 

 

 

 

 

 

 

 

第 5-5表 中央制御室の居住性(設計基準事故：主蒸気管破断)に

係る被ばく評価の主要条件 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表5－5 中央制御室の居住性（設計基準事故：主蒸気管破断）に

係る被ばく評価の主要条件 

 

大項目 中項目 主要条件 

原子炉

格納容

器に放

出され

る核分

裂生成

物量 

炉心熱出力 
2,540MW（定格出力

2,436MWの約 105％） 

原子炉運転時間 2,000日 

事象発生前の原子炉冷

却材中の放射性物質濃

度 

I-131を 1.4×10３Bq/gと

し，それに応じ他のハロゲ

ン等の組成を拡散組成と

して考慮 

燃料棒から追加放出さ

れる核分裂生成物の量 

I-131を7.4×1013Bqとし，

それに応じ他のハロゲン

等及び希ガスの組成を平

衡組成として考慮 

希ガスについてはよう素

の２倍とする 

主蒸気

隔離弁

からの

放出 

主蒸気隔離弁閉止前の

破断口からの放出 
放出冷却材に含まれる量 

追加放出される核分裂

生成物のうち主蒸気隔

離弁閉止までの破断口

からの放出 

１％ 

主蒸気隔離弁から建物

内への漏えい 
120％/日 

大気拡

散 

気象資料 
2009年１月１日～12月 31

日（１年間） 

実効放出継続時間 １時間 

累積出現頻度 小さい方から 97％ 

着目方位（滞在時） 
６方位（制御室中心） 

７方位（取込口） 

運転員

の被ば

く評価 

交替要員体制の考慮 
４直２交替をベースに滞

在時間，入退域回数を設定 

直接ガンマ線，スカイ

シャインガンマ線評価

コード 

直接ガンマ線： 

QAD-CGGP2R 

スカイシャインガンマ

線：ANISN及びG33-GP2R 

評価期間 30日間 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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評価イメージ （主蒸気管破断） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉の評価結果

は表 5－2に記載 
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添付資料 1 御室の居住性（設計基準事故）に係る被ばく評価に

ついて 

1-1 中央制御室の居住性（設計基準事故）に係る被ばく評価条件

表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料 中央制御室の居住性（設計基準事故）に係る被ばく評

価について 

1 中央制御室の居住性（設計基準事故）に係る被ばく評価条件表 

  

中央制御室の居住性（設計基準事故）に係る被ばく評価の評価

条件について，以下の第 1－1表～第 1－12表に示す。 

 

第 1－1表  大気中への放出量評価条件【原子炉冷却材喪失】 

第 1－2表  大気中への放出量評価条件【主蒸気管破断】 

第 1－3表  大気中への放出放射能量評価結果（30日積算） 

第 1－4表  大気拡散条件 

第 1－5表  相対濃度及び相対線量【原子炉冷却材喪失】 

第 1－6表  相対濃度及び相対線量【主蒸気管破断】 

第 1－7 表  直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線の評価

条件 

【原子炉冷却材喪失】 

第 1－8 表  直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線の評価

条件 

【主蒸気管破断】 

第 1－9 表  直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線の評価

に用いる原子 

炉建屋内の積算線源強度（30日積算） 

第 1－10表 中央制御室換気設備条件 

第 1－11表 運転員交替考慮条件 

第 1－12表 線量換算係数及び呼吸率の条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料 中央制御室の居住性（設計基準事故）に係る被ばく評価

について 

1 中央制御室の居住性（設計基準事故）に係る被ばく評価条件表 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版) 東海第二発電所（2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

表1-1-1 大気中への放出量評価条件（原子炉冷却材喪失）（6号

及び7号炉共通）（1/2） 

項目 評価条件 
選定理
由 

被ばく評価手法（内規）での
記載 

評価事象 

原子炉冷却
材喪失 
（仮想事故
相当） 

被ばく
評価手
法（内
規）に示
された
とおり
設定 

4.1 原子炉冷却材喪失及び
主蒸気管破断を対象とする。
原子炉冷却材喪失及び主蒸気
管破断は，一方の事故で包絡
できる場合は，いずれかで代
表してもよい。 

原子炉熱出力 
定格出力
（3,926MWt
）の約102% 

同上 
4.1.1(1) 原子炉は，定格出力
に余裕を見た出力で十分長時
間運転していたとする。 

原子炉運転時
間 

2,000日 同上 
解説4.1 「十分長時間運転」
とは，原子炉内の出力分布，
核分裂生成物の蓄積状況，温
度分布等の解析に影響を与え
る各種の状態量が，運転サイ
クル等を考慮してほぼ平衡に
達している状態をいう。 

サイクル数 
（バッチ数） 

５ 同上 

原子炉格納容
器に放出され
る核分裂生成
物量 

希ガス：
100％ 

よう素：
50％ 

同上 

4.1.1(2)b) 事象発生後，原子
炉格納容器内に放出される放
射性物質の量は，炉心内蓄積
量に対して希ガス100％，よう
素50％の割合とする。 

よう素の 
形態 

粒子状よう
素：０％ 
無機よう
素：90％ 
有機よう
素：10％ 

同上 

4.1.1(2)c) 原子炉格納容器
内に放出されたよう素のう
ち，有機よう素は10％とし，
残りの90％は無機よう素とす
る。 

原子炉格納容
器等への無機
（元素状）よ
う素の沈着効
果 

50％が瞬時
に沈着 

同上 

4.1.1(2) d) 原子炉格納容器
内に放出されたよう素のう
ち，無機よう素は，50％が原
子炉格納容器内及び同容器内
の機器等に沈着し，原子炉格
納容器からの漏えいに寄与し
ないとする。有機よう素及び
希ガスは，この効果を無視す
る。 

サプレッショ
ンプール水の
無機よう素に
対する除去効
果 

分配係数：
100 

同上 

4.1.1(2)e) サプレッション
プール水に無機よう素が溶解
する割合は，分配係数で100
とする。有機よう素及び希ガ
スは，この効果を無視する。 

 

 

 

 

 

 

 

第 1－1表 大気中への放出量評価条件【原子炉冷却材喪失】(1/3) 

 

 

 

 

 

 

 

表1－1 大気中への放出量評価条件（原子炉冷却材喪失）(1/2) 

 

項目 評価条件 
選定理
由 

被ばく評価手法（内規）での
記載 

評価事象 

原子炉冷却材
喪失 

（仮想事故相
当） 

被 ば く
評 価 手
法 （ 内
規）に示
さ れ た
と お り
設定 

4.1 原子炉冷却材喪失及び主
蒸気管破断を対象とする。原
子炉冷却材喪失及び主蒸気管
破断は，一方の事故で包絡で
きる場合は，いずれかで代表
してもよい。 

原子炉熱
出力 

定格出力
（2,436MW）の

約 105％ 
同上 

4.1.1(1) 原子炉は，定格出力
に余裕を見た出力で十分長時
間運転していたとする。 

原子炉 
運転時間 

2,000日 同上 【解説 4.1】「十分長時間運
転」とは，原子炉内の出力分
布，核分裂生成物の蓄積状況，
温度分布等の解析に影響を与
える各種の状態量が，運転サ
イクル等を考慮してほぼ平衡
に達している状態をいう。 

サイクル
数 

（バッチ
数） 

５ 同上 

原子炉格
納容器に
放出され
る核分裂
生成物量 

希ガス：100％ 
よう素：50％ 

同上 

4.1.1(2)b) 事象発生後，原子
炉格納容器内に放出される放
射性物質の量は，炉心内蓄積
量に対して希ガス 100％，よ
う素 50％の割合とする。 

よう素の 
形態 

粒子状よう
素：０％ 

無機よう素：
90％ 

有機よう素：
10％ 

同上 

4.1.1(2)c) 原子炉格納容器
内に放出されたよう素のう
ち，有機よう素は 10％とし，
残りの90％は無機よう素とす
る。 

原子炉格
納容器等
への無機
（元素状）
よう素の
沈着効果 

50％が瞬時に
沈着 

同上 

4.1.1(2) d) 原子炉格納容器
内に放出されたよう素のう
ち，無機よう素は，50％が原
子炉格納容器内及び同容器内
の機器等に沈着し，原子炉格
納容器からの漏えいに寄与し
ないとする。有機よう素及び
希ガスは，この効果を無視す
る。 

サプレッ
ション・プ
ール水の
無機よう
素に対す
る除去効

果 

分配係数：100 同上 

4.1.1(2)e) サプレッション
プール水に無機よう素が溶解
する割合は，分配係数で 100
とする。有機よう素及び希ガ
スは，この効果を無視する。 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版) 東海第二発電所（2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

表1-1-1 大気中への放出量評価条件（原子炉冷却材喪失）（6号

及び7号炉共通）（2/2） 

項目 評価条件 選定理由 
被ばく評価手法（内

規）での記載 

原子炉格納容

器内での放射

性物質の自然

崩壊 

考慮する 

漏えいまで

の自然減衰

を考慮 

― 

原子炉格納容

器からの漏え

い率 

0～1時間：0.6％

/日 

1時間～30日：

0.3％/日 

被ばく評価

手法（内規）

に示された

とおり設定 

4.1.1(2)f) 原子炉格

納容器からの漏えい

は，原子炉格納容器の

設計漏えい率及び原

子炉格納容器内の圧

力に対応した漏えい

率に余裕を見込んだ

値とする。 

非

常

用

ガ

ス

処

理

系 

換気率 0.5回/日 同上 

4.1.1(2)g) 原子炉建

屋の非常用換気系等

（フィルタを含む。）

は，起動するまでの十

分な時間的余裕を見

込む。非常用換気系等

の容量は，設計で定め

られた値とする。フィ

ルタのよう素除去効

率は設計値に余裕を

見込んだ値とする。 

よう素用 

チャコー

ル・フィ

ルタ除去

効率 

99％ 同上 

起動遅れ 

時間 
瞬時に起動 

原子炉水位

低，ドライ

ウェル圧力

高又は原子

炉建屋原子

炉区域放射

能高の信号

により瞬時

に切り替え

られるもの

とする。 

原子炉建屋内

で 

の放射性物質

の 

自然減衰 

考慮する 

被ばく評価

手法（内規）

に示された

とおり設定 

4.1.1(2)g) 原子炉建

屋における沈着によ

る放射性物質の除去

効果は無視し，自然崩

壊のみを考える。 

事故の 

評価期間 
30日間 同上 

【解説 3.2】  評価期

間は，事故発生後 30

日間とする。 

 

 

 

 

 

 

 

第 1－1表 大気中への放出量評価条件【原子炉冷却材喪失】(2/3) 

 

 

 

 

 

 

 

表1－1 大気中への放出量評価条件（原子炉冷却材喪失）(2/2) 

 

項目 評価条件 選定理由 
被ばく評価手法（内

規）での記載 

原子炉格納

容器内での

放射性物質

の自然減衰 

考慮する 

漏えいま

での自然

減衰を考

慮 

― 

原子炉格納

容器からの

漏えい率 

0.5％/日 

被ばく評

価手法（内

規）に示さ

れたとお

り設定 

4.1.1(2)f) 希ガス及

びよう素は，原子炉格

納容器からの漏えい

を計算する。原子炉格

納容器からの漏えい

は，原子炉格納容器の

設計漏えい率及び原

子炉格納容器内の圧

力に対応した漏えい

率に余裕を見込んだ

値とする。 

非

常

用

ガ

ス

処

理

系 

換気率 １回/日 同上 

4.1.1(2)g) 原子炉建

屋の非常用換気系等

(フィルタを含む。)

は，起動するまでの十

分な時間的余裕を見

込む。非常用換気系等

の容量は，設計で定め

られた値とする。フィ

ルタのよう素除去効

率は設計値に余裕を

見込んだ値とする。 

よう素

用 

チャコ

ール 

・フィル

タ除去

効率 

99％ 同上 

起動遅

れ時間 
瞬時に起動 

原子炉水

位低，格納

容器圧力

高又は原

子炉建物

原子炉棟

排気放射

能高の信

号により

瞬時に切

り替えら

れるもの

とする。 

原子炉建物

内での放射

性物質の自

然減衰 

考慮する 

被ばく評

価手法（内

規）に示さ

れたとお

り設定 

4.1.1(2)g) 原子炉建

屋における沈着によ

る放射性物質の除去

効果は無視し，自然崩

壊のみを考える。 

事故の 

評価期間 
30日間 同上 

【解説 3.2】  評価期

間は，事故発生後 30

日間とする。 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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第 1－1表 大気中への放出量評価条件【原子炉冷却材喪失】(3/3) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・設備の相違 

【東海第二】 

島根２号炉には非常用

ガス再循環系はない 
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柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版) 東海第二発電所（2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

表1-1-2 大気中への放出量評価条件（主蒸気管破断）（6号及び7

号炉共通）（1/2） 

項目 評価条件 選定理由 被ばく評価手法（内規）での記載 

評価事

象 

主蒸気管破

断 

（仮想事故

相当） 

被ばく評

価手法（内

規）に示さ

れたとお

り設定 

4.1 原子炉冷却材喪失及び主蒸気

管破断を対象とする。原子炉冷却

材喪失及び主蒸気管破断は，一方

の事故で包絡できる場合は，いず

れかで代表してもよい。 

原子炉 

熱出力 

定格出力

（3,926MWt

）の 

約 102% 

同上 

4.1.2(1) 原子炉は，定格出力に余

裕を見た出力で十分長時間運転し

ていたとする。 

原子炉 

運転時

間 

2,000日 同上 
解説4.1 「十分長時間運転」とは，

原子炉内の出力分布，核分裂生成

物の蓄積状況，温度分布等の解析

に影響を与える各種の状態量が，

運転サイクル等を考慮してほぼ平

衡に達している状態をいう。 

サイク

ル数 

（バッ

チ数） 

５ 同上 

冷却材

流出量 

蒸気：16ton 

水：24ton 

内規に示

されたと

おりの条

件による

事故解析

結果 

4.1.2  

(2) 原子炉の出力運転中に，主蒸

気管1本が，原子炉格納容器外で瞬

時に両端破断すると仮定する。  

(3) 主蒸気隔離弁は，設計上の最

大の動作遅れ時間及び閉止時間で

全閉する。 

(4) 原子炉冷却材の流出流量の計

算に当たっては，流量制限器の機

能を考慮することができる。ただ

し，主蒸気隔離弁の部分において

臨界流が発生するまでは，弁によ

る流量制限の効果は考えない。  

(5) 事象発生と同時に，外部電源

は喪失すると仮定する。  

(6) 事象発生後，原子炉圧力は，

長時間，逃し安全弁の設定圧に保

たれる。 

事象発

生前の

原子炉

冷却材

中の放

射性物

質濃度 

I-131を

1.3×

103Bq/gと

し、それに

応じ他のハ

ロゲン等の

組成を拡散

組成として

考慮 

同上 

4.1.2(7)b) 事象発生前の原子炉

冷却材中の放射性物質の濃度は，

運転上許容されるI-131の最大濃

度に相当する濃度とし，その組成

は拡散組成とする。 

 

 

 

 

 

第 1－2表 大気中への放出量評価条件【主蒸気管破断】(1/4) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表1－2 大気中への放出量評価条件（主蒸気管破断）(1/2) 

 

項目 評価条件 選定理由 被ばく評価手法（内規）での記載 

評価事象 

主蒸気管破

断 

（仮想事故

相当） 

被ばく評価

手法（内規）

に示された

とおり設定 

4.1原子炉冷却材喪失及び主蒸気

管破断を対象とする。原子炉冷却

材喪失及び主蒸気管破断は，一方

の事故で包絡できる場合は，いず

れかで代表してもよい。 

原子炉 

熱出力 

定格出力 

（2,436MW）

の 

約 105% 

同上 

4.1.2(1) 原子炉は，定格出力に

余裕を見た出力で十分長時間運

転していたとする。 

原子炉 

運転時間 
2,000日 同上 

【解説 4.1】「十分長時間運転」

とは，原子炉内の出力分布，核分

裂生成物の蓄積状況，温度分布等

の解析に影響を与える各種の状

態量が，運転サイクル等を考慮し

てほぼ平衡に達している状態を

いう。 

サイクル

数 

（バッチ

数） 

５ 同上 

冷却材流

出量 

蒸気：11ton 

 

水  ：16ton 

内規に示さ

れたとおり

の条件によ

る事故解析

結果 

4.1.2  

(2) 原子炉の出力運転中に，主蒸

気管 1本が，原子炉格納容器外で

瞬時に両端破断すると仮定する。  

(3) 主蒸気隔離弁は，設計上の最

大の動作遅れ時間及び閉止時間

で全閉する。  

(4) 原子炉冷却材の流出流量の

計算に当たっては，流量制限器の

機能を考慮することができる。た

だし，主蒸気隔離弁の部分におい

て臨界流が発生するまでは，弁に

よる流量制限の効果は考えない。  

(5) 事象発生と同時に，外部電源

は喪失すると仮定する。  

(6) 事象故発生後，原子炉圧力

は，長時間，逃がし安全弁の設定

圧に保たれる。 

事象発生

前の原子

炉冷却材

中の放射

性物質濃

度 

Ｉ－131を

1.4×10３

Bq/gとし，

それに応じ

他のハロゲ

ン等の組成

を拡散組成

として考慮 

同上 

4.1.2 (7)b) 事象発生前の原子

炉冷却材中の放射性物質の濃度

は，運転上許容される I-131の最

大濃度に相当する濃度とし，その

組成は拡散組成とする。蒸気相中

のハロゲン濃度は，液相の濃度の

1/50とする。 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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表1-1-2 大気中への放出量評価条件（主蒸気管破断）（6号及び7

号炉共通）（2/2） 

項目 評価条件 選定理由 
被ばく評価手法（内規）での記

載 

燃料棒から 
追加放出さ
れる放射性
物質の量 

I-131を7.4×
1013Bqとし、
それに応じ他
のハロゲン等
及び希ガスの
組成を平衡組
成として考慮 
希ガスについ
てはよう素の
2倍とする 

被ばく評価
手法（内規）
に示された
とおり設定 

4.1.2 (7)c) 原子炉圧力の減少
に伴う燃料棒からの追加放出量
を，I-131は先行炉等での実測デ
ータに基づく値に安全余裕を見
込んだ値とし，その他の放射性
物質はその組成を平衡組成とし
て求める。希ガスはよう素の2
倍の放出量とする。 

主蒸気隔離
弁閉止前に
破断口より
放出される
追加放出さ
れた放射性
物質の量 

追加放出され
た放射性物質

の１％ 
同上 

4.1.2 (7)d) 主蒸気隔離弁閉止
前の燃料棒からの放射性物質の
追加放出割合は，主蒸気隔離弁
閉止前の原子炉圧力の低下割合
に 
比例するとし，追加放出された
放射性物質の1％が破断口から
放出する。 

よう素の形
態 

粒子状よう
素：０％ 

無機よう素：
90％ 

有機よう素：
10％ 

同上 4.1.2(7)f) 燃料棒から放出さ
れたよう素のうち，有機よう素
は10％とし，残りの90％は無機
よう素とする。有機よう素のう
ち 
10％は瞬時に気相部に移行す
る。残りのよう素及びその他の
ハロゲンが気相部にキャリーオ
ーバーされる割合は，2％とす
る。希ガスは，すべて瞬時に気
相部に移行する。 

有機よう素が
気相部に移行
する割合 

10％ 同上 

有機よう素が
分解したよう
素，無機よう
素，その他ハ
ロゲンのキャ
リーオーバー
割合 

２％ 同上 

主蒸気隔離
弁漏えい率 

120％/日 同上 
4.1.2(7)h) 主蒸気隔離弁は，1
個が閉止しないとする。閉止し
た隔離弁からは，蒸気が漏えい
する。閉止した主蒸気隔離弁の
漏えい率は設計値に余裕を見込
んだ値とし，この漏えい率は一
定とする。 

主蒸気隔離
弁からの漏
えい期間 

無限期間 同上 

原子炉圧力
容器からサ
プレッショ
ン・チェンバ
への換気率 

原子炉圧力容
器気相体積の
100倍/日 

同上 

4.1.2(7)i) 主蒸気隔離弁閉止
後は，残留熱除去系又は逃がし
安全弁等を通して，崩壊熱相当
の蒸気が，サプレッションプー
ル 
に移行する。 

タービン建
屋内で床・壁
等に沈着す
る割合 

0％ 
保守的に仮

定 
－ 

事故の評価
期間 

30 日間 

被ばく評価
手法（内規）
に示された
とおり設定 

【解説 3.2】評価期間は，事故
発生後 30 日間とする。 

 

 

第 1－2表 大気中への放出量評価条件【主蒸気管破断】(2/4) 

 

第 1－2表 大気中への放出量評価条件【主蒸気管破断】(3/4) 

 

第 1－2表 大気中への放出量評価条件【主蒸気管破断】(4/4) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表1－2 大気中への放出量評価条件（主蒸気管破断）(2/2) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目 評価条件 選定理由 被ばく評価手法（内規）での記載 

燃料棒から 

追加放出される放

射性物質の量 

Ｉ－131を 7.4×1013 Bq

とし，それに応じ他の

ハロゲン等及び希ガス

の組成を平衡組成とし

て考慮 

希ガスについてはよう

素の２倍とする 

被ばく評価

手法（内規）

に示された

とおり設定 

4.1.2 (7)c) 原子炉圧力の減少に伴う燃

料棒からの追加放出量を，I-131は先行

炉等での実測データに基づく値に安全

余裕を見込んだ値とし，その他の放射性

物質はその組成を平衡組成として求め

る。希ガスはよう素の 2倍の放出量とす

る。 

主蒸気隔離弁閉止

前に破断口より放

出される追加放出

された放射性物質

の量 

追加放出された放射性

物質の１％ 
同上 

4.1.2 (7)d) 主蒸気隔離弁閉止前の燃料

棒からの放射性物質の追加放出割合は，

主蒸気隔離弁閉止前の原子炉圧力の低

下割合に比例するとし，追加放出された

放射性物質の 1％が破断口から放出す

る。 

よう素の形態 

粒子状よう素：０％ 

無機よう素：90％ 

有機よう素：10％ 

同上 

4.1.2 (7)f) 燃料棒から放出されたよう

素のうち，有機よう素は 10％とし，残り

の 90％は無機よう素とする。 

有機よう素が気相

部に移行する割合 
10％ 同上 

4.1.2 (7)f) 有機よう素のうち 10％は

瞬時に気相部に移行する。 

有機よう素が分解

したよう素，無機

よう素，その他ハ

ロゲンのキャリー

オーバー割合 

２％ 同上 

4.1.2 (7)f) 残りのよう素及びその他の

ハロゲンが気相部にキャリーオーバー

される割合は，2％とする。希ガスは，

すべて瞬時に気相部に移行する。 

主蒸気隔離弁 

漏えい率 
120％/日 同上 

4.1.2 (7)h) 主蒸気隔離弁は，1 個が閉

止しないとする。閉止した隔離弁から

は，蒸気が漏えいする。閉止した主蒸気

隔離弁の漏えい率は設計値に余裕を見

込んだ値とし，この漏えい率は一定とす

る。 

主蒸気隔離弁から

の漏えい期間 
無限期間 同上 

原子炉圧力容器か

らサプレッショ

ン・チェンバへの

換気率 

原子炉圧力容器気相体

積の 100倍/日 
同上 

4.1.2 (7)i) 主蒸気隔離弁閉止後は，残

留熱除去系又は逃がし安全弁等を通し

て，崩壊熱相当の蒸気が，サプレッショ

ンプールに移行する。 

タービン建物内で

床，壁等に沈着す

る割合 

０％ 
保守的に仮

定 
― 

事故の 

評価期間 
30日間 

被ばく評価

手法（内規）

に示された

とおり設定 

【解説 3.2】  評価期間は，事故発生後

30 日間とする。 
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表1-1-3 放射性物質の大気中への放出量（30日間積算値）（6号及

び7号炉共通） 

 

評価事象 

 

評 価 条 件 放出量 (Bq) 

原子炉冷

却材喪失 

希ガス 

（ガンマ線実効エネルギ 0.5MeV

換算） 

約 1.6×1016 

よう素 

（I-131等価量（成人実効線量係

数換算）） 

約 5.8×1013 

主蒸気管

破断 

希ガス及びハロゲン等 

（ガンマ線実効エネルギ 0.5MeV

換算） 

約 3.4×1013 

よう素 

（I-131等価量（成人実効線量係

数換算）） 

約 7.4×1011 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1－3表 大気中への放出放射能量評価結果（30日積算） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表1－3 放射性物質の大気中への放出量（30日間積算値） 

 

 

評価事象 

 

核分裂生成物 放出量 (Bq) 

原子炉冷

却材喪失 

希ガス 

（γ線実効エネルギ0.5MeV換算） 
約 2.0×1016 

よう素 

（Ｉ－131等価量－成人実効線量

係数換算） 

約 6.8×1013 

主蒸気管

破断 

希ガス及びハロゲン等 

（γ線実効エネルギ0.5MeV換算） 
約 2.0×1013 

よう素 

（Ｉ－131等価量－成人実効線量

係数換算） 

約 4.6×1011 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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表1-1-4 放射性物質の大気拡散の評価条件（1/4） 

項目 評価条件 選定理
由 

被ばく評価手法（内規）での
記載 

大気拡散
評価 

モデル 

ガウスプルーム
モデル 

被 ば く
評 価 手
法 （ 内
規）に示
さ れ た
と お り
設定 

5.1.1(2)a) 中央制御室評価
で特徴的な近距離の建屋の
影響を受ける場合には，
(5.1)式の通常の大気拡散に
よる拡がりのパラメ－タで
あるσy及びσzに，建屋に
よる巻込み現象による初期
拡散パラメ－タσyo,σzo
を加算した総合的な拡散パ
ラメータΣy，Σzを適用す
る。 

気象資料 

柏崎刈羽原子力
発電所の
1985.10～
1986.9 
1 年間の気象デ
ータ 

同上 

5.1.1(2)d) 気象データ  
建屋影響は，放出源高さから
地上高さに渡る気象条件の
影響を受けるため，地上高さ
に相当する比較的低風速の
気象データ（地上 10m高さで
測定）を採用するのは保守的
かつ適切である。 

放出源及
び放出源
高さ 

（原子炉冷却材
喪失） 
放出源：主排気
筒 
放出源高さ：73m 
（主蒸気管破
断） 
放出源：原子炉
建屋ブローアウ
トパネル 
放出源高さ：0m 

同上 

4.1.1(2)i) 原子炉格納容器
から原子炉建屋内に漏えい
した放射性物質は，原子炉建
屋内非常用ガス処理系で処
理された後，排気筒を経由し
て環境に放出されるとする。 
4.1.2(7) g) 主蒸気隔離弁
閉止前に放出された原子炉
冷却材は，完全蒸発し，同時
に放出された放射性物質を
均一に含む蒸気雲になると
する。隔離弁閉止後に放出さ
れた放射性物質は，大気中に
地上放散する。 

実効放出
継続時間 

（原子炉冷却材
喪失） 
希ガス：110時
間 
よう素：340時
間 
（主蒸気管破
断） 
希ガス・ハロゲ
ン等：1時間 
よう素：20時間 

同上 

【解説 5.13】(3) 実効放出
継続時間(T)は，想定事故の
種類によって放出率に変化
があるので，放出モードを考
慮して適切に定めなければ
ならないが，事故期間中の放
射性物質の全放出量を 1時
間当たりの最大放出量で除
した値を用いることも一つ
の方法である。 
実効放出継続時間が 8時間
を超える場合は，長時間放出
とみなして計算する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1－4表 大気拡散条件(1/6) 

 

 

第 1－4表 大気拡散条件(2/6) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表1－4 放射性物質の大気拡散の評価条件(1/4) 

項目 評価条件 選定理由 被ばく評価手法（内規）での
記載 

大気拡散
評価 

モデル 

ガウスプルー
ムモデル 

被ばく評
価 手 法
（内規）
に示され
たとおり
設定 

5.1.1(2)a) 中央制御室評価
で特徴的な近距離の建屋の影
響を受ける場合には，(5.1)
式の通常の大気拡散による拡
がりのパラメ－タであるσy

及びσzに，建屋による巻込み
現象による初期拡散パラメ－
タσy0,σz0 を加算した総合的
な拡散パラメータΣy，Σz を
適用する。 
 

気象資料 

島根原子力発
電所の 2009.
１～2009.12 
１年間の気象
データ 

同上 

5.1.1(2)d) 気象データ  
建屋影響は，放出源高さから
地上高さに渡る気象条件の影
響を受けるため，地上高さに
相当する比較的低風速の気象
データ（地上 10m 高さで測
定）を採用するのは保守的か
つ適切である。 

放出源 
及び 

放出源高
さ 

（原子炉冷却
材喪失） 

非常用ガス処
理系排気管 

 
（主蒸気管破

断） 
原子炉建物 
ブローアウト

パネル 

同上 

4.1.1(2)i) 原子炉格納容器
から原子炉建屋内に漏えいし
た放射性物質は，原子炉建屋
内非常用ガス処理系で処理さ
れた後，排気筒を経由して環
境に放出されるとする。 
4.1.2(7)g) 主蒸気隔離弁閉
止前に放出された原子炉冷却
材は，完全蒸発し，同時に放
出された放射性物質を均一に
含む蒸気雲になるとする。隔
離弁閉止後に放出された放射
性物質は，大気中に地上放散
する。 

実効放出 
継続時間 

（原子炉冷却
材喪失） 
24時間 

 
（主蒸気管破

断） 
１時間 

同上 

【解説 5.13】(3) 実効放出継
続時間(T)は，想定事故の種類
によって放出率に変化がある
ので，放出モードを考慮して
適切に定めなければならない
が，事故期間中の放射性物質
の全放出量を 1 時間当たり
の最大放出量で除した値を用
いることも一つの方法であ
る。  
実効放出継続時間が 8 時間を
超える場合は，長時間放出と
みなして計算する。 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

244



 

 

 

柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版) 東海第二発電所（2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

表1-1-4 放射性物質の大気拡散の評価条件（2/4） 

項目 評価条件 選定理由 被ばく評価手法（内規）

での記載 

累積出現頻

度 

小さい方から

97% 

被ばく評

価手法 

（内規）に

示された

とおり設

定 

5.2.1(2) 評価点の相対

濃度は，毎時刻の相対濃

度を年間について小さい

方から累積した場合，そ

の累積出現頻度が97％に

当たる相対濃度とする。 

建物の影響 考慮する 同上 

5.1.2(1)a) 中央制御室

のように，事故時の放射

性物質の放出点から比較

的近距離の場所では，建

屋の風下側における風の

巻き込みによる影響が顕

著となると考えられる。

そのため，放出点と巻き

込みを生じる建屋及び評

価点との位置関係によっ

ては，建屋の影響を考慮

して大気拡散の計算をす

る必要がある。 

巻き込みを

生じ 

る代表建屋 

（原子炉冷却

材喪失） 

原子炉建屋 

（主蒸気管破

断） 

原子炉建屋 

放出源か

ら最も近

く、巻き込

みの影響

が最も大

きい建屋

として、被

ばく評価

手法（内

規）に示さ

れた選定

例に基づ

き選定 

5.1.2(3)a)2) 巻き込み

を生じる建屋として，原

子炉格納容器，原子炉建

屋，原子炉補助建屋，タ

ービン建屋，コントロ－

ル建屋，燃 

料取り扱い建屋等，原則

として放出源の近隣に存

在するすべての建屋が対

象となるが，巻き込みの

影響が最も大きいと考え

られる一つの建屋を代表

として相対濃度を算出す

ることは，保守的な結果

を与える。 

3) 巻き込みを生じる代

表的な建屋として，表5.1

に示す建屋を選定するこ

とは適切である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1－4表 大気拡散条件(3/6) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1－4表 大気拡散条件(4/6) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表1－4 放射性物質の大気拡散の評価条件(2/4) 

項目 評価条件 選定理由 被ばく評価手法（内規）
での記載 

累積出現
頻度 

小さい方から
97％ 

被ばく評価
手法 

（内規）に
示されたと
おり設定 

5.2.1(2) 評価点の相対
濃度は，毎時刻の相対濃
度を年間について小さ
い方から累積した場合，
その累積出現頻度が
97％に当たる相対濃度
とする。 

建物の影
響 

考慮する 同上 

5.1.2(1)a) 中央制御室
のように，事故時の放射
性物質の放出点から比
較的近距離の場所では，
建屋の風下側における
風の巻き込みによる影
響が顕著となると考え
られる。そのため，放出
点と巻き込みを生じる
建屋及び評価点との位
置関係によっては，建屋
の影響を考慮して大気
拡散の計算をする必要
がある。 

巻き込み
を 

生じる 
代表建物 

（原子炉冷却材
喪失） 

タービン建物 
 

（主蒸気管破断） 
原子炉建物 

放出源から
最も近く，
巻き込みの
影響が最も
大きい建物
として，被
ばく評価手
法（内規）
に示された
選定例に基
づき選定 

5.1.2(3)a)2) 巻き込み
を生じる建屋として，原
子炉格納容器，原子炉建
屋，原子炉補助建屋，タ
ービン建屋，コントロ－
ル建屋，燃料取り扱い建
屋等，原則として放出源
の近隣に存在するすべ
ての建屋が対象となる
が，巻き込みの影響が最
も大きいと考えられる
一つの建屋を代表とし
て相対濃度を算出する
ことは，保守的な結果を
与える。 
3) 巻き込みを生じる代
表的な建屋として，表
5.1に示す建屋を選定す
ることは適切である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

ガイドに記載の判断フ

ローに従い，建物の影響

を考慮 
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表1-1-4 放射性物質の大気拡散の評価条件（3/4） 

項目 評価条件 選定理由 被ばく評価手法（内規）で
の記載 

大気拡
散 

評価地
点 

（原子炉冷却材
喪失） 

中央制御室中心 
及び 

サービス建屋入
口 

（主蒸気管破断） 
中央制御室中心 

及び 
サービス建屋入

口 

被ばく評
価手法（内
規）に示さ
れたとお
り設定 

5.1.2(3)b)3)ⅰ) 建屋の巻
き込みの影響を受ける場合
には，中央制御室の属する
建屋表面での濃度は風下距
離の依存性は小さくほぼ一
様と考えられるので，評価
点は厳密に定める必要はな
い。屋上面を代表とする場
合，例えば中央制御室の中
心点を評価点とするのは妥
当である。 
7.2(3) 相対線量 D/Qの評価
点は，中央制御室内の中心，
操作盤位置等の代表点とす
る。室内の複数点の計算結
果から線量が最大となる点
を評価点としてもよい。 
7.3.2(5) 相対濃度χ/Qの
評価点は，外気取入れを行
う場合は中央制御室の外気
取入口とする。また，外気
を遮断する場合は中央制御
室の中心点とする。 
7.5.1(5)a),7.5.2(5)a) 管
理建屋の入口を代表評価点
とし，入退域ごとに評価点
に，15分間滞在するとする。 

着目方
位 

（原子炉冷却材
喪失） 

中央制御室 
6号炉：6方位 
7号炉：9方位 

入退域 
6号炉：4方位 
7号炉：4方位 

（主蒸気管破断） 
中央制御室 
6号炉：6方位 
7号炉：9方位 

入退域 
6号炉：4方位 
7号炉：4方位 

同上 

5.1.2(3)c)1) 中央制御室
の被ばく評価の計算では，
代表建屋の風下後流側での
広範囲に及ぶ乱流混合域が
顕著であることから，放射
性物質濃度を計算する当該
着目方位としては，放出源
と評価点とを結ぶラインが
含まれる１方位のみを対象
とするのではなく，図 5.4
に示すように，代表建屋の
後流側の拡がりの影響が評
価点に及ぶ可能性のある複
数の方位を対象とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1－4表 大気拡散条件(5/6) 

 

 

 

 

 

第 1－4表 大気拡散条件(6/6) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表1－4 放射性物質の大気拡散の評価条件(3/4) 

項目 評価条件 選定理由 
被ばく評価手法（内規）での

記載 

大気拡
散 

評価地
点 

（室内作業時） 
中央制御室中心 

及び 
中央制御室換気

系 
外気取入口 

 
（入退域時） 
１号炉タービン

建物 
入口 

被ばく評
価 手 法
（内規）
に示され
たとおり
設定 

5.1.2(3)b)3)ⅰ) 建屋の巻
き込みの影響を受ける場合
には，中央制御室の属する建
屋表面での濃度は風下距離
の依存性は小さくほぼ一様
と考えられるので，評価点は
厳密に定める必要はない。屋
上面を代表とする場合，例え
ば中央制御室の中心点を評
価点とするのは妥当である。 
7.2 (3) 相対線量 D/Qの評価
点は，中央制御室内の中心，
操作盤位置等の代表点とす
る。室内の複数点の計算結果
から線量が最大となる点を
評価点としてもよい。  
7.3.2(5) 相対濃度χ/Qの評
価点は，外気取入れを行う場
合は中央制御室の外気取入
口とする。また， 外気を遮
断する場合は中央制御室の
中心点とする。 
7.5.1(5）a)，7.5.2 (5)a) 管
理建屋の入口を代表評価点
とし，入退域ごとに評価点
に，15分間滞在するとする。 
 

着目方
位 

（原子炉冷却材
喪失） 
中央制御室 
９方位 

入退域 
４方位 

（主蒸気管破断） 
中央制御室中心 
６方位 

中央制御室換気
系外気取入口 
７方位（取込

口） 
入退域 
３方位 

同上 

5.1.2(3)c)1) 中央制御室の
被ばく評価の計算では，代表
建屋の風下後流側での広範
囲に及ぶ乱流混合域が顕著
であることから，放射性物質
濃度を計算する当該着目方
位としては，放出源と評価点
とを結ぶラインが含まれる
１方位のみを対象とするの
ではなく，図 5.4 に示すよ
うに，代表建屋の後流側の拡
がりの影響が評価点に及ぶ
可能性のある複数の方位を
対象とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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表1-1-4 放射性物質の大気拡散の評価条件（4/4） 

項目 評価条件 選定理由 被ばく評価手法（内

規）での記載 

建物の投

影面積 

（原子炉冷却

材喪失） 

1,931m2 

（原子炉建

屋，短手方向） 

（主蒸気管破

断） 

1,931m2 

（原子炉建

屋， 

短手方向） 

被ばく評

価手法 

（内規）に

示され 

た と お り

設定 

5.1.2(3)d)2) 建屋

の影響がある場合の

多くは複数の風向を

対象に計算する必要

があるので，風向の

方位ごとに垂直な投

影面積を求める。た

だし，対象となる複

数の方位の投影面積

の中で，最小面積を，

すべての方位の計算

の入力として共通に

適用することは，合

理的であり保守的で

ある。 

巻き込み

を生じる

代表建屋

の形状係

数 

1/2 同上 

5.1.1(2)b) 形状係

数cの値は，特に根拠

が示されるもののほ

かは原則として1/2

を用いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1－4表 大気拡散条件(6/6) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表1－4 放射性物質の大気拡散の評価条件(4/4) 

項目 評価条件 選定理

由 

被ばく評価手法（内

規）での記載 

建物の 

投影面積 

（原子炉冷却材

喪失） 

2,100m2 

（タービン建

物，短手方向） 

 

（主蒸気管破

断） 

2,600m2 

（原子炉建物， 

短手方向） 

被ばく

評価手

法（内

規）に示

された

とおり

設定 

5.1.2(3)d)2) 建屋の影

響がある場合の多くは複

数の風向を対象に計算す

る必要があるので，風向

の方位ごとに垂直な投影

面積を求める。ただし，

対象となる複数の方位の

投影面積の中で，最小面

積を，すべての方位の計

算の入力として共通に適

用することは，合理的で

あり保守的である。 

巻き込み

を生じる

代表建物

の形状係

数 

１／２ 同上 

5.1.1(2)b) 形状係数 c

の値は，特に根拠が示さ

れるもののほかは原則と

して 1/2 を用いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

建物形状の相違に伴う

投影面積の相違 
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表1-1-5 相対濃度（χ／Ｑ）及び相対線量（Ｄ／Ｑ） 

 
評価
点 

評価距
離 評価方位 

相対濃度／
相対線量 

原
子
炉
冷
却
材
喪
失 

中
央
制
御
室 

χ／
Ｑ 

（s/m
3） 

中央
制御
室中
心 

6号炉 
56m 
7号炉 
79m 

6号炉 
SE,SSE,S,SSW
,SW,WSW 
7号炉 
WNW,NW,NNW,N
,NNE,NE,ENE,
E,ESE 

6 号炉 
（よう素）
1.5×10-4 
（希ガス）
1.8×10-4 

7 号炉 
（よう素）
2.7×10-4 
（希ガス）
3.0×10-4 

Ｄ／
Ｑ 

（Gy/
Bq） 

中央
制御
室中
心 

6号炉 
56m 
7号炉 
79m 

6号炉 
SE,SSE,S,SSW
,SW,WSW 
7号炉 
WNW,NW,NNW,N
,NNE,NE,ENE,
E,ESE 

6号炉 1.4
×10-18 
7号炉 2.3
×10-18 

入
退
域 

χ／
Ｑ 

（s/m
3） 

サー
ビス
建屋
入口 

6号炉 
118m 
7号炉 
134m 

6号炉 
ESE,SE,SSE,S 
7号炉 
NE,ENE,E,ESE 

6号炉 7.6
×10-5 
7号炉 7.7
×10-5 

Ｄ／
Ｑ 

（Gy/
Bq） 

サー
ビス
建屋
入口 

6号炉 
118m 
7号炉 
134m 

6号炉 
ESE,SE,SSE,S 
7号炉 
NE,ENE,E,ESE 

6号炉 8.1
×10-19 
7号炉 8.2
×10-19 

主
蒸
気
管
破
断 

中
央
制
御
室 

χ／
Ｑ 

（s/m
3） 

中央
制御
室中
心 

6号炉 
60m 
7号炉 
34m 

6号炉 
SE,SSE,S,SSW
,SW,WSW 
7号炉 
WNW,NW,NNW,N
,NNE,NE,ENE,
E,ESE 

6号炉 
（よう素）
5.0×10-4 
（希ガス・
ハロゲン） 
1.0×10-3 
7号炉 
（よう素）
8.3×10-4 
（希ガス・
ハロゲン） 
1.7×10-3 

Ｄ／
Ｑ 

（Gy/
Bq） 

中央
制御
室中
心 

6号炉 
60m 
7号炉 
34m 

6号炉 
SE,SSE,S,SSW
,SW,WSW 
7号炉 
WNW,NW,NNW,N
,NNE,NE,ENE,
E,ESE 

6号炉 3.8
×10-18 
7号炉 6.0
×10-18 

入
退
域 

χ／
Ｑ 

（s/m
3） 

サー
ビス
建屋
入口 

6号炉 
94m 
7号炉 
86m 

6 号 炉 
ESE,SE,SSE,S 
7 号 炉 
NE,ENE,E,ESE 

6号炉 2.7
×10-4 
7号炉 3.6
×10-4 

Ｄ／
Ｑ 

（Gy/
Bq） 

サー
ビス
建屋
入口 

6号炉 
94m 
7号炉 
86m 

6号炉 
ESE,SE,SSE,S 
7号炉 
NE,ENE,E,ESE 

6号炉 2.4
×10-18 
7号炉 2.4
×10-18 

 

 

 

 

 

 

 

第 1－5表 相対濃度及び相対線量【原子炉冷却材喪失】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1－6表 相対濃度及び相対線量【主蒸気管破断】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表1－5 相対濃度（χ／Q）及び相対線量（D／Q） 

 評価点 評価距離 評価方位 
相対濃度／相

対線量 

原
子
炉
冷
却
材
喪
失 

中

央

制

御

室 

χ／Q 

（s/m3） 
中央制御

室 

中心 

180m 

ＮＮＥ，Ｎ

Ｅ，ＥＮＥ，

Ｅ， 

ＥＳＥ，Ｓ

Ｅ，ＳＳＥ，

Ｓ， 

ＳＳＷ 

(９方位) 

― 

D／Q 

（Gy/Bq） 
2.6×10-18 

χ／Q 

（s/m3） 

中央制御

室 

換気系 

外気取入

口 

160m 

3.0×10－４ 

D／Q 

（Gy/Bq） 
― 

入

退

域 

χ／Q 

（s/m3） 
１号炉 

タービン 

建物入口 

255m 

ＥＮＥ，Ｅ， 

ＥＳＥ，Ｓ

Ｅ 

（４方位） 

1.8×10－４ 

D／Q 

（Gy/Bq） 
1.9×10-18 

主
蒸
気
管
破
断 

中
央
制
御
室 

χ／Q 

（s/m3） 中央制御

室 

中心 

90m 

ＮＮＥ，Ｎ

Ｅ，ＥＮＥ，

Ｅ， 

ＥＳＥ，Ｓ

Ｅ 

(６方位) 

― 

D／Q 

（Gy/Bq） 
5.2×10-18 

χ／Q 

（s/m3） 
中央制御

室 

換気系 

外気取入

口 

75m 

ＮＮＥ，Ｎ

Ｅ， 

ＥＮＥ，Ｅ， 

ＥＳＥ，Ｓ

Ｅ，ＳＳＥ

(７方位) 

1.3×10－３ 

D／Q 

（Gy/Bq） 
― 

入
退
域 

χ／Q 

（s/m3） 
１号炉 

タービン 

建物入口 

180m 

ＥＮＥ，Ｅ， 

ＥＳＥ 

（３方位） 

5.0×10－４ 

D／Q 

（Gy/Bq） 
2.5×10-18 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉の気象を代

表する気象データを用

いて評価 
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表1-1-6 直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線による被ば

く評価条件 

（原子炉冷却材喪失） 

項目 評価条件 選定理由 内規での記載 

表 1-6に基づき，以下のとおり評価する。 

線
源
強
度

原子炉
建屋内 
線源強
度分布 

原子炉建屋内に放
出され 
た放射性物質は自
由空間 
内に均一に分布 

被ばく評
価手法
（内規）
に示され
たとおり
設定 

6.1(1)c) 二次格納
施設内の放射性物質
は自由空間容積に均
一に分布するものと
する。 

計
算
モ
デ
ル

原子炉
建屋 
遮蔽厚
さ 

同上 

7.1.1(1)c) 
7.1.2(1)c) 線源か
ら中央制御室に至る
までの遮へい効果
を，構造物の配置，
形状及び組成から計
算する。建屋等の構
造壁又は天井に対し
て，配置，形状及び
組成を明らかにし
て，遮へい効果を見
込んでもよい。 

中央制
御室 
遮蔽厚
さ 

同上 同上 

評価点 

（中央制御室内） 
評価号炉側壁際 
（入退域時） 
評価号炉側 
サービス建屋入口 

同上 

7.1.1(1)d) 
7.1.2(1)d) 線量の
評価点は，中央制御
室内の中心，操作盤
位置等の代表点とす
る。室内の複数点の
計算結果から線量が
最大となる点を評価
点としてもよい。 

計算コ
ード 

（直接ガンマ線） 
QAD-CGGP2Rコード 
（スカイシャイン
ガンマ 
線） 
ANISN及びG33-GP2R
コー 
ド 

許認可評
価で使用
実績あり 

6.2(4)a) スカイシ
ャインガンマ線の計
算は一回散乱計算法
を用いるものとし，
必要に応じて輸送計
算コードを適宜組み
合わせて用いる。 
6.3(3)a) 直接ガン
マ線の計算は，点減
衰核積分法を用 
いる。 

第 1－7 表 直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線の評価条

件【原子炉冷却材喪失】(1/2) 

第 1－7 表 直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線の評価条

件【原子炉冷却材喪失】(2/2) 

表1－6 直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線による被ばく

評価条件（原子炉冷却材喪失） 

項目 評価条件 
選定理
由 

被ばく評価手法（内規）
での記載 

表 1‐1に基づき，以下のとおり評価する。 

線
源
強
度

原子炉建
物内線源
強度分布 

原子炉建物（二次
格納施設）内に放
出された放射性
物質は自由空間
内に均一に分布 

被 ば く
評 価 手
法 （ 内
規）に示
さ れ た
と お り
設定 

6.1(1)c) 二次格納施
設内の放射性物質は自
由空間容積に均一に分
布するものとする。 

計
算
モ
デ
ル

原子炉建
物 

遮蔽厚さ 

（図 1‐1 参照） 

同上 

7.1.1(1)c) ，
7.1.2(1)c)線源から中
央制御室に至るまでの
遮へい効果を，構造物
の配置，形状及び組成
から計算する。建屋等
の構造壁又は天井に対
して，配置，形状及び
組成を明らかにして，
遮へい効果を見込んで
もよい。 

中央制御
室 

遮蔽厚さ 

（図 1‐1 参照） 

同上 同上 

評価点 

（中央制御室内） 
中央制御室内の
線量が最大とな
る点 

（入退域時） 
１号炉タービン
建物入口 

同上 

7.1.1(1)d) ，
7.1.2(1)d) 線量の評
価点は，中央制御室内
の中心，操作盤位置等
の代表点とする。室内
の複数点の計算結果か
ら線量が最大となる点
を評価点としてもよ
い。 
7.4.1(1)e)1) ，
7.4.2(1) e)1) 管理建
屋の入口を代表評価点
とし，入退域ごとに評
価点に 15分間滞在する
とする。 

計算 
コード 

直接ガンマ線： 
ＱＡＤ―ＣＧＧ
Ｐ２Ｒコード 
スカイシャイン
ガンマ線：ＡＮＩ
ＳＮ及びＧ33―
ＧＰ２Ｒコード 

許 認 可
評 価 で
使 用 実
績あり 

6.2(4)a) スカイシャ
インガンマ線の計算は
一回散乱計算法を用い
るものとし，必要に応
じて輸送計算コードを
適宜組み合わせて用い
る。 
6.3(3)a) 直接ガンマ
線の計算は，点減衰核
積分法を用いる。 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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図1-1-1 6号炉原子炉建屋・中央制御室 遮蔽厚さ 

図1-1-2 7号炉原子炉建屋・中央制御室 遮蔽厚さ 

図1－1 ２号炉原子炉建物・中央制御室遮蔽厚さ 
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表1-1-7 直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線による被ば

く評価条件 

（主蒸気管破断）（1/2） 

項目 評価条件 
選定理

由 

被ばく評価手法（内規）

での記載 

表 1-7に基づき，以下のとおり評価する。 

線
源
強
度

原子炉建

屋内線源

強度分布 

タービン建屋内に

放出さ 

れた放射性物質は

自由空 

間内に均一に分布 

被ばく

評価手

法（内

規）に

示され

たとお

り設定 

6.1(2)b) 事故時に主

蒸気管破断口からター

ビン建屋内に放出され

た放射性物質は，全量

がタービン建屋から漏

えいすることなく，タ

ービン建屋の自由空間

容積に均一に分布する

ものとする。このター

ビン建屋内の放射性物

質を直接ガ 

ンマ線及びスカイシャ

インガンマ線の線源と

する。 

計
算
モ
デ
ル

タービン

建屋遮蔽

厚さ 

同上 

7.1.1(3)c) 

7.1.2(3)c) 線源から

中央制御室に至るまで

の遮へい効果を，構造

物の配置，形状及び組

成から計算する。建屋

等の構造壁又は天井に

対して，配置，形状及

び組成を明らかにし

て，遮へい効果を見込

んでもよい。 

中央制御

室遮蔽厚

さ 

同上 同上 

評価点 

（中央制御室内） 

評価号炉側壁際 

（入退域時） 

評価号炉側 

サービス建屋入口 

同上 

7.1.1(3)d) 

7.1.2(3)d) 線量の評

価点は，中央制御室内

の中心，操作盤位置等

の代表点とする。室内

の複数点の計算結果か

ら線量が最大となる点

を評価点としてもよ

い。 

第 1－8 表 直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線の評価条

件【主蒸気管破断】(1/2) 

第 1－8 表 直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線の評価条

件【主蒸気管破断】(2/2) 

表1－7 直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線による被ばく

評価条件（主蒸気管破断）（1/2） 

項目 評価条件 選定理由 
被ばく評価手法（内規）

での記載 

表 1‐2に基づき，以下のとおり評価する。 

線
源
強
度

原子炉

建物内

線源強

度分布 

タービン建物（管

理区域）内に放出

された放射性物質

は自由空間内に均

一に分布 

被ばく評

価手法

（内規）

に示され

たとおり

設定 

6.1(2)b) 事故時に主蒸気

管破断口からタービン建

屋内に放出された放射性

物質は，全量がタービン建

屋から漏えいすることな

く，タービン建屋の自由空

間容積に均一に分布する

ものとする。このタービン

建屋内の放射性物質を直

接ガンマ線及びスカイシ

ャインガンマ線の線源と

する。 

計
算
モ
デ
ル

タービ

ン建物

遮蔽厚

さ 

（図 1‐2参照） 

同上 

7.1.1(3)c) ， 7.1.2(3)c)

線源から中央制御室に至

るまでの遮へい効果を，構

造物の配置，形状及び組成

から計算する。建屋等の構

造壁又は天井に対して，配

置，形状及び組成を明らか

にして，遮へい効果を見込

んでもよい。 

中央制

御室遮

蔽厚さ 

（図 1‐1参照） 

同上 同上 

評価点 

（中央制御室内） 

中央制御室内の線

量が最大となる点 

（入退域時） 

１号炉タービン建

物入口 

同上 

7.1.1(3)d) ， 7.1.2(3)d) 

線量の評価点は，中央制御

室内の中心，操作盤位置等

の代表点とする。室内の複

数点の計算結果から線量

が最大となる点を評価点

としてもよい。 

7.4.1(3)e)1) ， 7.4.2(3) 

e)1) 管理建屋の入口を代

表評価点とし，入退域ごと

に評価点に 15分間滞在す

るとする。 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

・評価点の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉の評価点は

原子炉建物に最も近い

南西の角の天井を選定 
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表1-1-7 直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線による被ば

く評価条件（主蒸気管破断）（2/2） 

項目 評価条件 選定理由 
被ばく評価手法（内

規）での記載 

表 1-7に基づき，以下のとおり評価する。 

計
算
モ
デ
ル

計算コー

ド 

（直接ガンマ線） 

QAD-CGGP2Rコード 

（スカイシャイン

ガンマ 

線） 

ANISN及び

G33-GP2Rコー 

ド 

許認可評価

で使用実績

あり 

6.2(4)a) スカイシ

ャインガンマ線の

計算は一回散乱計

算法を用いるもの

とし，必要に応じて

輸送計算コードを

適宜組み合わせて

用いる。 

6.3(3)a) 直接ガン

マ線の計算は，点減

衰核積分法を用い

る。 

第 1－8 表 直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線の評価条

件【主蒸気管破断】(2/2) 

表1－7 直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線による被ばく

評価条件（主蒸気管破断）（2/2） 

項目 評価条件 選定理由 
被ばく評価手法（内

規）での記載 

表 1‐2に基づき，以下のとおり評価する。 

計

算

モ

デ

ル 

計算 

コード 

（直接ガンマ線） 

QAD-CGGP2Rコード 

（スカイシャインガ

ンマ線） 

ANISN及び G33-GP2R

コード 

許認可評

価で使用

実績あり 

6.2(4)a) スカイシ

ャインガンマ線の計

算は一回散乱計算法

を用いるものとし，

必要に応じて輸送計

算コードを適宜組み

合わせて用いる。 

6.3(3)a) 直接ガン

マ線の計算は，点減

衰核積分法を用い

る。 
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図1-1-3 6号炉タービン建屋・中央制御室 遮蔽厚さ 

図1-1-4 7号炉タービン建屋・中央制御室 遮蔽厚さ 

図1－2 ２号炉タービン建物 遮蔽厚さ 

・申請号炉数の相違 

【柏崎 6/7】 
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表1-1-8 直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線の評価に用

いる建物内の積算線源強度 

（原子炉冷却材喪失）（6号及び7号炉共通） 

第 1－9 表 直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線の評価に

用いる原子炉建屋内の積算線源強度（30日積算） 

表1－8 直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線の評価に用い

る建物内の積算線源強度（原子炉冷却材喪失） 

群 
エネル
ギ 

(MeV) 

ガンマ線積算線
源強度 

(photons) 
群 

エネル
ギ 

(MeV) 

ガンマ線積算
線源強度 
(photons) 

1 0.01 9,2×1016 22 1.5 3.8×1019 

2 0.02 1.7×1015 23 1.66 4.2×1018 

3 0.03 5.3×1017 24 2.0 8.4×1018 

4 0.045 7.4×1014 25 2.5 2.3×1019 

5 0.06 0.0×10０ 26 3.0 7.9×1017 

6 0.07 0.0×10０ 27 3.5 2.2×1016 

7 0.075 0.0×10０ 28 4.0 0.0×10０ 

8 0.1 4.6×1021 29 4.5 0.0×10０ 

9 0.15 9,2×1017 30 5.0 0.0×10０ 

10 0.2 3.7×1019 31 5.5 0.0×10０

11 0.3 3.9×1020 32 6.0 0.0×10０ 

12 0.4 4.3×1020 33 6.5 0.0×10０ 

13 0.45 1.0×1019 34 7.0 0.0×10０ 

14 0.51 2.1×1019 35 7.5 0.0×10０ 

15 0.512 1.5×1018 36 8.0 0.0×10０ 

16 0.6 1.4×1020 37 10.0 0.0×10０ 

17 0.7 4.6×1020 38 12.0 0.0×10０ 

18 0.8 2.9×1020 39 14.0 0.0×10０ 

19 1.0 1.1×1020 40 20.0 0.0×10０ 

20 1.33 4.7×1019 41 30.0 0.0×10０ 

21 1.34 3.8×1016 42 50.0 0.0×10０ 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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表1-1-9 直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線の評価に用

いる建物内の積算線源強度 

（主蒸気管破断）（6号及び7号炉共通） 

表1－9 直接ガンマ線及びスカイシャインガンマ線の評価に用い

る建物内の積算線源強度（主蒸気管破断） 

群 

エネル

ギ 

(MeV) 

ガンマ線積算線

源強度 

(photons) 

群 

エネ

ルギ 

(MeV) 

ガンマ線積算

線源強度 

(photons) 

1 0.01 1.5×1014 22 1.5 3.6×1015 

2 0.02 1.4×1013 23 1.66 5.2×1015 

3 0.03 6.1×1014 24 2.0 5.7×1015 

4 0.045 1.5×1016 25 2.5 2.1×1016 

5 0.06 0.0×10０ 26 3.0 1.5×1015 

6 0.07 0.0×10０ 27 3.5 6.8×1013 

7 0.075 0.0×10０ 28 4.0 2.0×1013 

8 0.1 9.4×1017 29 4.5 7.4×1011 

9 0.15 1.2×1016 30 5.0 0.0×10０ 

10 0.2 2.6×1017 31 5.5 0.0×10０

11 0.3 2.0×1017 32 6.0 0.0×10０ 

12 0.4 3.9×1017 33 6.5 0.0×10０ 

13 0.45 8.2×1015 34 7.0 0.0×10０ 

14 0.51 2.4×1015 35 7.5 0.0×10０ 

15 0.512 1.1×1015 36 8.0 0.0×10０ 

16 0.6 6.3×1016 37 10.0 0.0×10０ 

17 0.7 4.6×1016 38 12.0 0.0×10０ 

18 0.8 4.8×1016 39 14.0 0.0×10０ 

19 1.0 1.9×1016 40 20.0 0.0×10０ 

20 1.33 1.9×1016 41 30.0 0.0×10０ 

21 1.34 8.5×1013 42 50.0 0.0×10０ 

・評価結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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表1-1-10 防護措置の条件（1/2） 

項目 
評価条件 

選定理由 
被ばく評価手法（内

規）での記載 6 号炉 7 号炉 

中央制
御室換
気空調
系 

(0～15分) 
6号炉 
通常運転 
7号炉 
通常運転 
(15分～) 
6号炉 
少量外気 
取込※ 
7号炉 
停止 

(0～15分) 
6号炉 
通常運転 
7号炉 
通常運転 
(15分～) 
6号炉 
停止 
7号炉 
少量外気 
取込※ 

被ばく評
価手法（内
規）に示さ
れたとお
り設定 

7.3.2 (6) 中央制
御室の自動隔離を
期待する場合には， 
その起動信号を明
確にするとともに
隔離に要する時間
を見込む。また， 隔
離のために手動操
作が必要な場合に
は， 隔離に要する
時間に加えて運転
員が事故を検知し
てから操作を開始
するまで1 0分以上
の時間的余裕を見
込んで計算する。 

中央制
御室換
気空調
系処理
空間容
積 

20,800m3 
設計値を
基に設定 

7.3.2(7)b) 中央制
御室に相当する区
画の容積は，中央制
御室バウンダリ内
体積（容積）とする。 

中央制
御室バ
ウンダ
リへの
空気流
入量 

10,400m3 /h 
（空気流入率 0.5回
/h） 

試験結果
（0.3 
回/h）を基
に余裕を
見込んだ
値として
設定 

2.定義 b) 別添の
「原子力発電所の
中央制御室の空気
流入率測定試験手
法」において定めら
れた空気流入率に， 
中央制御室バウン
ダリ内体積（ 容積） 
を乗じたものであ
る。 

※ 少量外気取入時には排風機を使用するが，排風機は定格風量で

のみ運転可能な設備であり，風量バランスはあらかじめ設定し

ているダンパ開度によって調整することから，排風機によって

過剰な空気流入を発生させることはない。 

なお，風量バランス，ダンパ開度については試験によって確認

を行っている。 

第 1－10表 中央制御室換気設備条件(1/2) 

第 1－10表 中央制御室換気設備条件(2/2) 

表1－10 防護措置の条件(1/2) 

項目 
評価条件 

選定理由 
被ばく評価手法（内規）

での記載 １号炉 ２号炉 

中央制
御室換
気系 

隔離 

(0～15分) 
通常運転 

（15分～） 
外気取入運
転※ 

被ばく評価
手法（内規）
に示された
とおり設定 

7.3.2(6) 中央制御室の
自動隔離を期待する場
合には，その起動信号を
明確にするとともに隔
離に要する時間を見込
む。また，隔離のために
手動操作が必要な場合
には，隔離に要する時間
に加えて運転員が事故
を検知してから操作を
開始するまで 10分以上
の時間的余裕を見込ん
で計算する。 

中央制
御室換
気系処
理空間
容積 

18,000m3 
設計値を基
に設定 

7.3.2(7)b) 中央制御室
に相当する区画の容積
は，中央制御室バウンダ
リ内体積（容積）とする。  

中央制
御室換
気系バ
ウンダ
リへの
空気流
入量 

9,000m3/h 
（空気流入率 0.5回

/h） 

試験結果
（0.082回
/h）を基に余
裕を見込ん
だ値として
設定 

2.定義 b) 別添の「原子
力発電所の中央制御室
の空気流入率測定試験
手法」において定められ
た空気流入率に，中央制
御室バウンダリ内体積
（容積）を乗じたもので
ある。 

※ 外気取入運転時には排風機を使用するが，排風機は定格風量で

のみ運転可能な設備であり，風量バランスはあらかじめ設定し

ているダンパ開度によって調整することから，排風機によって

過剰な空気流入を発生させることはない。 

なお，風量バランス，ダンパ開度については試験によって確認

を行っている。 

・評価条件の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は事故時再

循環運転モードになっ

てから常に少量外気取

入運転を行うものとし

て評価 
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表1-1-10 防護措置の条件（2/2） 

項目 
評価条件 

選定理由 
被ばく評価手法

（内規）での記載 6号炉 7号炉 

チャコ
ール・フ
ィルタ
の除去
効率 

90％ 
設計値を基
に設定 

7.3.2(3) 中央制
御室換気系フィル
タの効率は， 設計
値又は管理値を用
いる。 

マスク
による
防護係
数 

考慮しない － 

7.3.3(3) 被ばく
低減方策として，
防護マスク着用に
よる放射性よう素
の吸入による内部
被ばくの低減をは
かる場合には，そ
の効果及び運用条
件を適切に示して
評価に反映しても
よい。 

交代要
員の考
慮 

5直2交替 

被ばく評価
手法（ 内
規） に示さ
れたとおり
設定 

7.（3）運転員の勤
務状態について
は，平常時の直交
替を基に設定す
る。ただし，直交
替の設定を平常時
のものから変更す
る場合，事故時マ
ニュアル等に当該
の運用を記載する
ことが前提であ
る。 

第 1－11表 運転員交替考慮条件 

第 1－12表 線量換算係数及び呼吸率の条件 

表1－10 防護措置の条件(2/2) 

項目 
評価条件 選定理

由 

被ばく評価手法（内規）で

の記載 １号炉 ２号炉 

放射性物
質のガン
マ線によ
る外部被
ばくに係
る容積 

2,440m3 
居住ス
ペース
容積 

(3) 中央制御室の容積は，
中央制御室バウンダリ内
体積（容積）とする。 
a) ただし，エンベロープ
の一部が，ガンマ線を遮へ
いできる躯体で区画され，
運転員がその区画内のみ
に立入る場合には，当該区
画の容積を用いてもよい。  

チャコー
ルフィル
タの除去
効率 

― 

(０～15分） 
０％ 

(15分～) 
95％ 

設計値
を基に
設定 

7.3.2(3) 中央制御室換気
系フィルタの効率は，設計
値又は管理値を用いる。 

外気 
取込量 

０m3/h 

(０～15分） 
21,000m3/h 
（15分～） 
3,500m3/h 

同上 
7.3.2(7)a) 中央制御室内
への取り込み空気放射能
濃度に基づき，空調システ
ムの設計に従って中央制
御室内の放射能濃度を求
める。 

中央制御
室非常用
再循環処
理装置流

量 

０m3/h 

(０～15分） 
０m3/h 

（15分～） 
32,000m3/h 

同上 

マスクに
よる防護
係数 

考慮しない ― 

7.3.3(3) 被ばく低減方策
として，防護マスク着用に
よる放射性よう素の吸入
による内部被ばくの低減
をはかる場合には，その効
果及び運用条件を適切に
示して評価に反映しても
よい。 

交替要員
の考慮 

４直２交替 

被ばく
評価手
法（内
規）に示
された
とおり
設定 

7.（3）運転員の勤務状態
については，平常時の直交
替を基に設定する。ただ
し，直交替の設定を平常時
のものから変更する場合，
事故時マニュアル等に当
該の運用を記載すること
が前提である。 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉のチャコー

ルフィルタの設計値を

用いて評価 
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1-2 居住性評価に用いた気象資料の代表性について 

柏崎刈羽原子力発電所敷地内において観測した1985年10月から

1986年９月までの１年間の気象データを用いて評価を行うに当た

り，当該１年間の気象データが長期間の気象状態を代表している

かどうかの検討をＦ分布検定により実施した。 

以下に検定方法及び検討結果を示す。 

2  居住性評価に用いた気象資料の代表性について 

1．はじめに 

新規制基準適合性に係る設置変更許可申請に当たっては，東海

第二発電所敷地内で 2005年度に観測された風向，風速等を用いて

線量評価を行っている。本補足資料では，2005年度の気象データ

を用いて線量評価することの妥当性について説明する。 

2．設置変更許可申請において 2005年度の気象データを用いた理

由 

新規制基準適合性に係る設置変更許可申請に当り，添付書類十

に新たに追加された炉心損傷防止対策の有効性評価で，格納容器

圧力逃がし装置を使用する場合の敷地境界における実効線量の評

価が必要となった。その際，添付書類六に記載している 1981年度

の気象データの代表性について，申請準備時点の最新気象データ

を用いて確認したところ，代表性が確認できなかった。このため，

平常時線量評価用の風洞実験結果（原子炉熱出力向上の検討の一

環で準備）※が整備されている 2005年度の気象データについて，

申請時点での最新気象データにて代表性を確認した上で，安全解

析に用いる気象条件として適用することにした。これに伴い，添

付書類九（通常運転時の線量評価），添付書類十（設計基準事故時

の線量評価）の安全解析にも適用し，評価を見直すこととした(別

紙 1参照)。 

※： 線量評価には「発電用原子炉施設の安全解析に関する気象

指針」（以下，気象指針という。）に基づき統計処理された気

象データを用いる。また，気象データのほかに放射性物質の

放出量，排気筒高さ等のプラントデータ，評価点までの距離，

排気筒有効高さ（風洞実験結果）等のデータが必要となる。 

風洞実験は平常時，事故時の放出源高さで平地実験，模型

実験を行い排気筒の有効高さを求めている。平常時の放出源

高さの設定に当たっては，吹上げ高さを考慮しており，吹上

げ高さの計算に 2005年度の気象データ（風向別風速逆数の平

均）を用いている。 

これは，2011年 3月以前，東海第二発電所において，次の

ように 2005年度の気象データを用いて原子炉熱出力の向上

について検討していたことによる。 

原子炉熱出力向上に伴い添付書類九の通常運転時の線量評

2 居住性評価に用いた気象資料の代表性について 

島根原子力発電所敷地内において観測した2009年１月から2009

年12月までの１年間の気象データを用いて評価を行うに当たり，

当該１年間の気象データが長期間の気象状態を代表しているかど

うかの検討をＦ分布検定により実施した。 

以下に検定方法及び検定結果を示す。 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根２号炉の気象を代

表する気象データを用

いて評価 

・申請書気象データの相

違 

【東海第二】 

島根２号炉は，2013 年

12 月の設置変更許可申

請時点において，気象デ

ータの代表性が確認で

きていたため，評価に用

いる気象データを変更

していない 
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価条件が変更になること（主蒸気流量の 5％増による冷却材

中のよう素濃度減少により，換気系からの気体状よう素放出

量の減少等，別紙 2参照），また，南南東方向（常陸那珂火力

発電所方向），北東方向（海岸方向）の線量評価地点の追加も

必要であったことから，中立の大気安定度の気流条件での風

洞実験を新たに規定した「（社）日本原子力学会標準 発電用

原子炉施設の安全解析における放出源の有効高さを求めるた

めの風洞実験実施基準：2003」に基づき，使用済燃料乾式貯

蔵建屋，固体廃棄物作業建屋等の当初の風洞実験（1982年）

以降に増設された建屋も反映し，2005年度の気象データを用

いて風洞実験(別紙 3参照)を実施した。 

東海第二発電所の添付書類九では，廃止措置中の東海発電

所についても通常運転状態を仮定した線量評価を行ってい

る。この評価においては，1981年度と 2005年度の気象デー

タから吹上げ高さを加えて評価した放出源高さの差異が，人

の居住を考慮した線量評価点のうち線量が最大となる評価点

に向かう風向を含む主要風向において僅かであったため，従

来の風洞実験(1982年)の結果による有効高さを用いることに

した(別紙 4参照)。 

3．2005年度の気象データを用いて線量評価することの妥当性 

線量評価に用いる気象データについては，気象指針に従い統計

処理された 1年間の気象データを使用している。気象指針（参考

参照）では，その年の気象がとくに異常であるか否かを最寄の気

象官署の気象資料を用いて調査することが望ましいとしている。 

以上のことから，2005年度の気象データを用いることの妥当性

を最新の気象データと比較し，以下の(1)(2)について確認する。 

(1)想定事故時の線量計算に用いる相対濃度 

(2)異常年検定 

4．想定事故時の線量計算に用いる相対濃度と異常年検定の評価結

果 

（1）想定事故時の線量計算に用いる相対濃度の最新の気象との比

較 

想定事故時の線量計算に用いる相対濃度について，線量評価に

用いる気象（2005年度）と最新の気象（2015 年度）との比較を行

・申請書気象データの相

違 

【東海第二】 

島根２号炉は，2013 年

12 月の設置変更許可申

請時点において，気象デ

ータの代表性が確認で

きていたため，評価に用

いる気象データを変更

していない 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，異常年検

定により気象の代表性

を確認 
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1 . 検定方法 

(1) 検定に用いた観測データ 

気象資料の代表性を確認するに当たっては，通常は被ばく評価

上重要な排気筒高風を用いて検定するものの，被ばく評価では保

守的に地上風を使用することもあることから，排気筒高さ付近を

代表する標高85ｍの観測データに加え，参考として標高20ｍの観

測データを用いて検定を行った。 

(2) データ統計期間 

統計年：2004年04月～2013年03月 

検定年：1985年10月～1986年09月 

(3) 検定方法 

不良標本の棄却検定に関するＦ分布検定の手順に従って検定を

行った。 

2 . 検定結果 

検定の結果，排気筒高さ付近を代表する標高85ｍの観測データ

については，有意水準５％で棄却されたのは３項目（風向：E，SSE，

風速階級：5.5～ 6.4 m/ s）であった。 

棄却された３項目のうち，風向（E ，SSE）についてはいずれも

海側に向かう風であること及び風速（5.5 ～6.4 m/s）については，

棄却限界をわずかに超えた程度であることから，評価に使用して

った。その結果，2005年度気象での相対濃度※は 2.01×10－６s／

m３，2015年度気象では 2.04×10－６s／m３である。2005年度に対

し 2015年度の相対濃度は約 1％の増加（気象指針に記載の相対濃

度の年変動の範囲 30％以内）であり，2005年度の気象データに特

異性はない。 

※：排気筒放出における各方位の 1時間毎の気象データを用いた

年間の相対濃度を小さい方から累積し，その累積頻度が 97％

に当たる相対濃度を算出し，各方位の最大値を比較 

（2）異常年検定 

a．検定に用いた観測記録 

検定に用いた観測記録は第 2-1表のとおりである。 

なお，参考として，最寄の気象官署（水戸地方気象台，小名浜特

別地域気象観測所）の観測記録についても使用した。 

第 2-1表 検定に用いた観測記録 

b．検定方法 

不良標本の棄却検定に関するＦ分布検定の手順により異常

年検定を行った（別紙 5参照）。 

c．検定結果（①～⑯ 棄却検定表参照） 

検定結果は第 2-2表のとおりであり，最新の気象データ

（2004年 4月～2016年 3月）を用いた場合でも，有意水準

（危険率）5％での棄却数は少なく，有意な増加はない。ま

た，最寄の気象官署の気象データにおいても，有意水準（危

険率）5％での棄却数は少なく，2005 年度の気象データは異

常年とは判断されない。 

1. 検定方法

（1）検定に用いた観測データ 

気象資料の代表性を確認するに当たっては，通常は被ばく評価上

重要な排気筒高所風を用いて検定するものの，被ばく評価では保

守的に地上風を使用することもあることから，排気筒高さ付近を

代表する標高130mの観測データに加え，参考として標高28.5mの観

測データを用いて検定を行った。 

（2）データ統計期間 

  統計年：2008年１月～2008年12月，2010年１月～2018年12月 

  検定年：2009年１月～2009年12月 

（3）検定方法 

不良標本の棄却検定に関するＦ分布検定の手順に従って検定を行

った。 

2. 検定結果

検定結果は表2－1のとおりである。検定の結果，排気筒高さ付

近を代表する標高130m及び標高28.5mの観測デ－タについて，有意

水準５％で棄却された項目は無かった（０項目）ことから，評価

に使用している気象デ－タは，長期間の気象状態を代表している

ものと判断した。 

・設備の相違 

【柏崎 6/7,東海第二】 

・統計期間の相違 

【柏崎 6/7,東海第二】 

・検定結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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いる気象データは，長期間の気象状態を代表しているものと判断

した。 

なお，標高20ｍの観測データについては，有意水準５％で棄却

されたのは11項目であったものの，排気筒高さ付近を代表する標

高85ｍの観測データにより代表性は確認できていることから，当

該データの使用には特段の問題はないものと判断した。 

検定結果を表1-2-1から表1-2-4に示す。 

第 2-2表 検定結果 

5．異常年検定による棄却項目の線量評価に与える影響 

  異常年検定については，風向別出現頻度 17項目，風速階級別

出現頻度 10項目についてそれぞれ検定を行っている。 

線量評価に用いる気象（2005年度）を最新の気象データ（2004

年 4月～2016年 3月）にて検定した結果，最大の棄却数は地上

高 140mの観測地点で 27項目中 4個であった。棄却された項目

について着目すると，棄却された項目は全て風向別出現頻度で

あり，その方位はＥＮＥ，Ｅ，ＥＳＥ，ＳＳＷである。 

  ここで，最新の気象データを用いた場合の線量評価への影響

を確認するため，棄却された各風向の相対濃度について，2005

年度と 2015年度を第 2-3表のとおり比較した。 

  ＥＮＥ，Ｅ，ＥＳＥについては 2005年度に対し 2015年度は

0.5～0.9倍程度の相対濃度となり，2005 年度での評価は保守的

な評価となっており，線量評価結果への影響を与えない。なお，

ＳＳＷについては 2005年度に対し 2015年度は約 1.1倍の相対

濃度とほぼ同等であり，また，ＳＳＷは頻度が比較的低く相対

濃度の最大方位とはならないため線量評価への影響はない。  

検定結果を表 2－2から表 2－5に示す。 

表 2－1 検定結果 ・検定結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

排気筒高さの相違 

・評価条件の相違 

島根２号炉の気象を代

表する気象データを用

いて評価 

・検定結果の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は棄却項目

なし 
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第 2-3表 棄却された各風向の相対濃度の比較結果 

6．結 論 

  2005年度の気象データを用いることの妥当性を最新の気象デ

ータとの比較により評価した結果は以下のとおり。 

（1）想定事故時の線量計算に用いる相対濃度について，線量評価

に用いる気象（2005年度）と最新の気象（2015年度）での計

算結果について比較を行った結果，気象指針に記載されている

相対濃度の年変動（30％以内）の範囲に収まり，2005年度の気

象データに特異性はない。 

（2）2005年度の気象データについて申請時の最新気象データ

（2001年 4月～2013年 3月）及び最新気象データ（2004年 4

月～2016年 3月）で異常年検定を行った結果，棄却数は少なく，

有意な増加はない。また，気象指針にて調査することが推奨さ

れている最寄の気象官署の気象データにおいても，2005年度の

気象データは棄却数は少なく，異常年とは判断されない。 

（3）異常年検定にて棄却された風向の相対濃度については，最新

気象データと比べて保守的，あるいは，ほぼ同等となっており，

線量評価結果への影響を与えない。 

以上より，2005年度の気象データを線量評価に用いることは

妥当である。 

・検定結果の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は棄却項目

なし 

・記載方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は２．検定結

果に記載のとおり代表

性を確認 
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表1-2-1 棄却検定表（風向） 

検定年：敷地内Ｃ点（標高85ｍ，地上高51ｍ）1985年10月～1986

年9月 

統計期間：敷地内Ａ点（標高85ｍ，地上高75ｍ）2004年4月～2013

年3月 

表2－2 標高28.5mの棄却検定表（風向） 

観測場所 ： 露場（標高28.5m，地上高20m）（％） 

・検定結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

地上風に関する比較結

果 
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表1-2-2 棄却検定表（風速） 

検定年：敷地内Ｃ点（標高85ｍ，地上高51ｍ）1985年10月～1986

年9月 

統計期間：敷地内Ａ点（標高85ｍ，地上高75ｍ）2004年4月～2013

年3月 

表2－3 標高28.5mの棄却検定表（風速分布） 

観測場所 ： 露場（標高28.5m，地上高20m）（％） 

・検定結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

地上風に関する比較結

果 
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表1-2-3 棄却検定表（風向） 

検定年：敷地内Ａ点（標高20ｍ，地上高10ｍ）1985年10月～1986

年9月 

統計期間：敷地内Ａ点（標高20ｍ，地上高10ｍ）2004年4月～2013

年3月 

表2－4 標高130mの棄却検定表（風向） 

観測場所：管理事務所屋上（標高130m，地上高115m）（％） 

・検定結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

高所風に関する比較結

果 
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表1-2-4 棄却検定表（風速） 

検定年：敷地内Ａ点（標高20ｍ，地上高10ｍ）1985年10月～1986

年9月 

統計期間：敷地内Ａ点（標高20ｍ，地上高10ｍ）2004年4月～2013

年3月 

表2－5 標高130mの棄却検定表（風速分布） 

観測場所：管理事務所屋上（標高130m，地上高115m）（％） 

・検定結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

高所風に関する比較結

果 
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・記載方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，最新気象

（2008 年 1 月～2018 年

12 月）を反映した統計

期間にて検定を実施 
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・記載方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，最新気象

（2008 年 1 月～2018 年

12 月）を反映した統計

期間にて検定を実施 
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・記載方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，最新気象

（2008 年 1 月～2018 年

12 月）を反映した統計

期間にて検定を実施 
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・記載方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，高所風と

地上風について検定を

実施 
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・記載方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，構内での

測定データに関して検

定を実施 
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・記載方針の相違 

【東海第二】 

島根２号炉は，構内での

測定データに関して検

定を実施 
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（補足）線量評価に用いる大気拡散評価 

線量評価に用いる大気拡散の評価は，実効放出継続時間を基に

計算した値を年間について小さい値から順に並べて整理し，累積

出現頻度97％に当たる値としている。また，着目方位は，図1-2-1

～図1-2-8に示すとおり，建屋による拡がりの影響を考慮し，複数

方位を対象としている。 

図1-2-1 6号炉原子炉冷却材喪失時の評価対象方位の選定 

   （放出点：6号炉主排気筒，評価点：中央制御室中心） 

図1-2-2 6号炉原子炉冷却材喪失時の評価対象方位の選定 

 （放出点：6号炉主排気筒，評価点：サービス建屋入口） 

線量評価に用いる大気拡散の評価について 

線量評価に用いる大気拡散の評価は，実効放出継続時間を基に計

算した値を年間について小さい値から順番に並べて整理し，累積

出現頻度97％に当たる値としている。また，建屋放出時の着目方

位は，第3-1図から第3-2図に示す通り，建屋による広がりの影響

を考慮し，複数方位を対象としている。 

（補足） 

線量評価に用いる大気拡散評価 

線量評価に用いる大気拡散の評価は，実効放出継続時間を基に計

算した値を年間について小さい値から順に並べて整理し，累積出

現頻度97％に当たる値としている。また，着目方位は，図2－1～

図2－2に示すとおり，建物による拡がりの影響を考慮し，複数方

位を対象としている。 

図2－1 原子炉冷却材喪失時の評価対象方位の選定 

（放出点：非常用ガス処理系排気管，評価点：中央制

御室中心，中央制御室換気系外気取入口，１号炉タ

ービン建物入口） 
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図1-2-3 7号炉原子炉冷却材喪失時の評価対象方位の選定 

    （放出点：7号炉主排気筒，評価点：中央制御室中心） 

図1-2-4 7号炉原子炉冷却材喪失時の評価対象方位の選定 

    （放出点：7号炉主排気筒，評価点：サービス建屋入口） 

・申請号炉数の相違 

【柏崎 6/7】 

・申請号炉数の相違 

【柏崎 6/7】 
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図1-2-5 6号炉主蒸気管破断時の評価対象方位の選定 

  （放出点：6号炉原子炉建屋ブローアウトパネル，評

価点：中央制御室中心） 

図1-2-6 6号炉主蒸気管破断時の評価対象方位の選定 

  （放出点：6号炉原子炉建屋ブローアウトパネル，評

価点：サービス建屋入口） 

第 3-1図 主蒸気管破断時の評価対象方位の選定 

（放出点：原子炉建屋ブローアウトパネル、評価

点：中央制御室中心） 

第 3-2図 主蒸気管破断時の評価対象方位の選定 

 （放出点：原子炉建屋ブローアウトパネル、評価

点：建屋入口） 

図2－2 主蒸気管破断時の評価対象方位の選定 

（放出点：原子炉建物ブローアウトパネル，評価

点：中央制御室中心，中央制御室換気系外気取

入口，１号炉タービン建物入口） 
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図1-2-7 7号炉主蒸気管破断時の評価対象方位の選定 

  （放出点：7号炉原子炉建屋ブローアウトパネル，評

価点：中央制御室中心） 

図1-2-8 7号炉主蒸気管破断時の評価対象方位の選定 

  （放出点：7号炉原子炉建屋ブローアウトパネル，評

価点：サービス建屋入口） 

・申請号炉数の相違 

【柏崎 6/7】 

・申請号炉数の相違 

【柏崎 6/7】 
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（参考） 

「発電用原子炉施設の安全解析に関する気象指針」の解説 X.で

の記載 

1．気象現象の年変動 

気象現象は，ほぼ1年周期でくり返されているが，年による

変動も存在する。このため，想定事故時の線量計算に用いる相

対濃度についてその年変動を比較的長期にわたって調査して

みると，相対濃度の平均値に対する各年の相対濃度の偏差の比

は，30％以内であった。 

このことから，1年間の気象資料にもとづく解析結果は，気

象現象の年変動に伴って変動するものの，その程度はさほど大

きくないので，まず，1年間の気象資料を用いて解析すること

とした。 

その場合には，その年がとくに異常な年であるか否かを最寄

の気象官署の気象資料を用いて調査することが望ましい。ま

た，2年以上の気象資料が存在する場合には，これを有効に利

用することが望ましい。 
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別紙 1 

安全解析用気象データ及び風洞実験結果変更経緯について 
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別紙 2 

平常時の気体状よう素放出量について 

平常時の気体状よう素放出量の主要な放出経路である換気系か

らの放射性よう素放出量は，「発電用軽水型原子炉施設周辺の線

量目標値に対する評価指針」に基づき，換気系の漏えい係数に冷

却材中の放射性よう素濃度を乗じて求めている。 

 一方，冷却材中の放射性よう素濃度は，次式により求めている。

例えば，ここで主蒸気流量ＦＳが増加した場合γが増加するため，

放射性よう素濃度は減少する。 

Ｉi:核種 iの炉心燃料からの漏えい率（Bq／s) 

ｆ :全希ガス漏えい率（1.11×10１０） 

Ｙi:核種 iの核分裂収率（％） 

λi:核種 iの崩壊定数（s－１） 

Ａi:核種 iの冷却材中濃度（Bq／g) 

Ｍ :冷却材保有量（g） 

β :原子炉冷却材浄化系のよう素除去率（s－１） 

ＤＦ:原子炉冷却材浄化系の除染係数 

ＦＣ:原子炉冷却材浄化系流量（g／s) 

γ :よう素の主蒸気への移行率（s－１） 

ＣＦ:よう素の主蒸気中への移行割合 

ＦＳ:主蒸気流量（g／s) 

前述の換気系の漏えい係数は変わらないため，放射性よう素濃

度の減少に伴い気体状よう素放出量は減少する。 

Ii = 2.47・f・Yi・𝜆𝑖
0.5 

𝐴𝑖 =
𝐼𝑖

𝑀(𝜆𝑖 + 𝛽 + 𝛾)

β =  1 −
1

𝐷𝐹
 ・

𝐹𝐶

𝑀

γ = CF・
𝐹𝑆

𝑀
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別紙 3 

東海第二発電所風洞実験結果の概要について 

風洞実験結果は，参考文献「東海第二発電所大気拡散風洞実験

報告書」（平成 25年 12月，三菱重工業株式会社）で公開してい

る。風洞実験結果の概要を以下に示す。 

なお，風洞実験は「（社）日本原子力学会標準 発電用原子炉

施設の安全解析における放出源の有効高さを求めるための風洞実

験実施基準」（2003年 6月，社団法人 日本原子力学会）に基づ

き実施している。 

その後，風洞実験実施基準:2003は改訂され風洞実験実施基

準:2009が発刊されているが，実験の要求事項は変更されておら

ず，複雑地形の発電所で風洞実験で求めた有効高さを用いて大気

拡散評価を行う際の留意点，野外拡散実験結果と野外拡散条件を

模擬した風洞実験結果を用いて平地用の基本拡散式（ガウスプル

ーム拡散式）で評価した結果の比較等の参考事項が追加されたも

ので，2005年に実施した風洞実験結果は風洞実験実施基準:2009

も満足している。 

1. 実験手順

（１）大気安定度で中立（Ｃ～Ｄ）（注）に相当する条件になるよ

うに風洞実験装置(図 1参照)内の気流（風速分布，乱流強

度分布）を調整する（図 2参照）。 

（２）排気筒有効高さを決定するスケールを作成するため，風洞

実験装置内に縮尺模型を入れないで高度を変えて模型排気

筒からトレーサガス 

（ＣＨ４）を放出し，地表濃度を測定する平地実験を実施す

る（図 3参照）。 

（３）風洞実験装置内に縮尺模型（1／2,000，風下 10Km）を入れ，

所定の高度の模型排気筒からトレーサガスを放出し，地表

濃度を測定する模型実験を行い平地実験結果と照合し，排

気筒源有効高さを求める（図 4参照）。これにより，建屋，

地形の大気拡散に及ぼす影響を把握する。 
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図 1 風洞実験装置 

（注）風洞実験の気流条件を大気安定度で中立相当にする効果に

ついて 

風洞実験装置内の気流は，風洞測定部入口付近に設置した表

面粗度模型で調整している。初期の風洞実験では，アングル鋼

等を用いて気流の乱れを与えており，中立よりも安定側の気流

状態になっていたが，風洞実験の知見が蓄積されるに従い専用

の表面粗度模型（スパイア）が製作，採用されるようになり，

風洞実験実施基準を制定した時期には中立相当の気流状態に調

整できるようになった。 

このため，放出源高さが同じ事故時の排気筒有効高さを比較

すると，1987年の風洞実験の80～110mに対し，今回は95～115m

と高く評価されている。今回の風洞実験では中立の大気安定度

（Ⅽ～Ｄ）を再現したしたため，建屋模型がない平地の気流の

乱れが大きくなり，建屋模型の追加により生じる気流の乱れの

影響が相対的に小さく，見掛け上の放出源高さの減少が小さく

なったためと推定される。前回は，Ｄ～Ｅの大気安定度に相当

する気流の乱れであり，建屋模型の追加で生じる気流の乱れが

大きく作用して，見掛け上の放出源高さの減少が大きくなった

と考えられる。 

一方，平常時の排気筒有効高さを比較すると，1987年の風洞

実験の120～180mに対し，今回は150～220mと高く評価されてい

る。これは，上記の気流の調整方法の違いよる影響に加え，気

象データの変更及び吹出し速度の増加（14m／sから16m／sに増

加）により模型実験時の放出源高さが大きくなった影響による

と推定される。 

図5及び図6に1987年の平地実験の結果，模型実験結果の一例
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を示す。 

2. 放出源高さ

放出源高さは，事故時は通常の換気系は運転されないと想定し，

排気筒実高Ｈ01=Ｈs，平常時は換気系の運転による吹上げ効果を考

慮し，次式のように排気筒実高に吹上げ高さを加えた放出高さＨ

02とする。ここで，1/Ｕには，2005年度の気象データを用いた。

表１に風洞実験の放出源高さを示す。 

Ｈ02＝Ｈs＋ΔH 

D
U

W
H 3Δ  

Ｈs ：排気筒実高（m） 

 Ｄ ：排気筒出口の内径（m） 

 Ｗ ：吹出し速度（m／s） 

1/Ｕ ：風速逆数の平均（s／m） 
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表１ 放出源高さ 

3. 排気筒有効高さ

縮尺模型を入れない平地実験と縮尺模型を入れた模型実験（平

常時及び事故時）の結果から，図 4のように求めた排気筒有効高

さを表 2に示す。 
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表 2 排気筒有効高さ 
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図 2  気流条件調整結果 
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図3 平地実験結果 
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図 4 排気筒有効高さの求め方（風向：Ｓ，平常時の例） 
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図 5 1982年風洞実験の平地実験結果 
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図 6 1982年風洞実験の模型実験結果の一例（風向：Ｓ，平常時の

例） 
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別紙 4 

東海発電所の排気筒有効高さについて 

東海第二発電所の添付書類九では，廃止措置中の東海発電所に

ついても通常運転状態を仮定した線量評価を行っている。ここで

は，排気筒有効高さは 1982年に実施した風洞実験結果を使用して

いる。 

風洞実験実施基準:2003の解説「2.原子炉増設の際の実験の必

要性について」※1では，建屋配置から増設建屋の影響が大きいと

考えられる，既設・増設建屋の並びに直角な風向と，既設排気筒

と増設建屋を結ぶ風向で風洞実験を行い，有効高さの変動が 10％

以内であれば従来の風洞実験結果を継続使用できるとしている。

これを参考に，平常時の線量評価にあたり人の居住を考慮した希

ガスによる線量評価点のうち線量が最大となる評価点(ＳＷ方向)

に向かう風の風向を含む主要風向において，風洞実験で用いる放

出源高さを 1981年度と 2005年度気象データから求め比較した結

果＋5～－3％と変動が 10％以内であった。放出源高さと有効高さ

はほぼ比例である※2ため有効高さの変動も 10％以内に収まると推

定されることから，1987年に実施した風洞実験結果を用いること

にした。これに対し，東海第二発電所は＋6～＋14％と 10％を超

えていた。 
東海発電所

吹上げ高さ
(m)

放出高さ
(m)

吹上げ高さ
(m)

放出高さ
(m)

N S 45 126 51 132 5 3.79

NNE SSW 30 111 35 116 5 6.60

NE SW 26 107 25 106 -1 17.88

ENE WSW 40 121 36 117 -3 8.95

E W 51 132 48 129 -2 4.32

ESE WNW 66 147 60 141 -4 2.77

SE NW 49 130 56 137 5 2.75

SSE NNW 34 115 47 128 11 4.16

S N 35 116 40 121 4 4.88

SSW NNE 36 117 52 133 13 2.43

風向

排気筒直径(m)

吹出し速度(m/s)

排気筒高さ(m)

着目方位

1981年度データ
(1982年風洞実験)

2005年度データ 放出高さ
変動割合

(%)

81 ←

2.7 ←

16 ←

風向頻度(%)
(2005年度)

290



柏崎刈羽原子力発電所 ６／７号炉 （2017.12.20版) 東海第二発電所（2018.9.18版） 島根原子力発電所 ２号炉 備考 

（参考) 

※１ 風洞実験実施基準:2003解説抜粋 

東海第二発電所

吹上げ高さ
(m)

放出高さ
(m)

吹上げ高さ
(m)

放出高さ
(m)

N S 73 213 91 231 8 3.52

NNE SSW 43 183 69 209 14 6.67

NE SW 34 174 45 185 6 18.41

ENE WSW 51 191 65 205 7 9.80

E W 69 209 86 226 8 5.55

ESE WNW 81 221 102 242 10 3.66

SE NW 56 196 106 246 26 3.09

SSE NNW 44 184 78 218 18 3.32

S N 51 191 67 207 8 4.99

SSW NNE 47 187 86 226 21 3.13

風向頻度(%)
(2005年度)

16

風向 着目方位

1981年度データ
(1982年風洞実験)

2005年度データ
(2007年風洞実験) 放出高さ

変動割合
(%)

排気筒高さ(m) 140 ←

排気筒直径(m) 4.5 ←

吹出し速度(m/s) 14
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※2 1982年東海発電所風洞実験時の放出源高さと有効高さの関

係 

平常時風洞実験時の放出源高さと有効高さは，下図のようにほ

ぼ比例関係にあると認められる。これから，放出源高さが 10％変

動したとしても，有効高さの変動は 10％以内に収まると推定され

る。 
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別紙 5 

異常年検定法の概要について 

Ｆ分布検定の手順により異常年検定を行った。 

この検定方法は，正規分布をなす母集団から取り出した標本の

うち，不良標本と見られるものを X０(検定年)，その他のものを X

１，X２，X３，…Xi，…Xn(比較年)とした場合，X０を除く他のｎ個

の標本の平均をX̅ = ∑ 𝑋𝑖/𝑛
𝑛
𝑖=1 として，標本の分散から見て X０と�̅�

との差が有意ならば X０を棄却とする方法である。検定手順を以下

に示す。 

（１） 仮説:不良標本 X0と他の標本（その平均値） �̅�との間に有

意な差はないとする。 

𝐻0: 𝑋0 = �̅�(�̅� = ∑ 𝑋𝑖/𝑛
𝑛

𝑖=1
) 

（２） 分散比 F0を計算する。 

𝐹0 =
(𝑛 −  )(𝑋0 − �̅�) 

(𝑛   )𝑆 

𝑆 = ∑ (𝑋𝑖 − �̅�) /𝑛𝑛
𝑖=1  

（３） 検定年は 1年，比較年は 10年，有意水準（危険率）は 5％

として，Ｆ分布表の F 境界値（𝐹 
1(    ) =     ）を求め

る。 

（４） F0と F境界値を比較して，F0＜F境界値であれば仮説は採

択する。具体的には，次のように棄却限界の上限値と下

限値を求め，その範囲に検定年 X0が収まっているかを確

認して検定している。 
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1-3 空気流入率試験結果について 

被ばく評価手法（内規）の別添資料「原子力発電所の中央制御

室の空気流入率測定試験手法」に基づき、柏崎刈羽原子力発電所6

号及び7号炉中央制御室について平成22年3月に試験を実施した結

果、空気流入率は最大で0.30回／ｈ（±0.0063（95％信頼限界値））

である。試験結果の詳細を以下に示す。 

表1-3-1 空気流入率試験結果 

項目 内容 

試験日程 
平成 22年 3月 16日～平成 22年 3月 17日（6号炉運転中，7号炉

運転中） 
試験の特

徴 
柏崎刈羽原子力発電所 6号及び 7号炉中央制御室 

均一化の
程度 

系統 
トレーサガス濃度測定値の場所によるバラツ

キ： 
（測定値－平均値）／平均値（％） 

A系 -9.3～9.5% 
B系 -9.7～9.6% 

試験手法 全サンプリング点による試験手法 

適用条件 

内容 適用 備考 

トレーサガス濃度測定値のバラツキが
平均値の±10%以内か 

○ 

決定係数 R2が 0.90以上であること。 － 
＊均一化の目
安を満足して
いる 

①中央制御室の空気流入率が，別区画
に比べて小さいこと。

－ ※1 

②特異点の除外が，１時点の全測定デ
ータ個数の 10%以内であること。

－ 
＊特異点の除
外はない 

③中央制御室以外の空気流入率が大き
い区画に，立入規制等の管理的措置を
各種マニュアル等に明記し，運転員へ
周知すること。 

－ 

＊特定の区画
を除外せず，
全ての区画を
包含するリー
ク率で 評価
している 

試験結果 
系統 

空気流入率 
（±以下は 95％信頼限

界値） 
決定係数 R2 

A系 0.30回／h （±0.0063） － 
B系 0.25回／h （±0.0057） － 

特記事項 ※１ 下部中央制御室も中央制御室と見なした。 

4 空気流入率試験結果について 

「原子力発電所中央制御室の居住性に係る被ばく評価手法につ

いて（内規）（平成21・07・27 原院第1 号平成 21 年8 月12 日）」

の別添資料「原子力発電所の中央制御室の空気流入率測定試験手

法」に基づき，東海第二発電所中央制御室について平成27年2月に

試験を実施した結果，空気流入率は最大で0.47回／h（±0.012

（95％信頼限界値））である。試験結果の詳細は次ページ以降に

示す。 

第4-1表 東海第二発電所中央制御室空気流入率測定試験結果 

3 空気流入率試験結果について 

被ばく評価手法（内規）の別添資料「原子力発電所の中央制御

室の空気流入率測定試験手法」に基づき，島根原子力発電所１号

及び２号炉中央制御室について2017年8月に試験を実施した結果，

空気流入率は最大で0.082回/h（+0.0030(95％信頼限界値)）であ

る。試験結果の詳細を表3－1に示す。 

表3－1 空気流入率試験結果 

項目 内容 
試験日程 2017年 8月 1日～2017年 8月 2 日（１，２号炉停止中） 
試験の特

徴 
島根原子力発電所１号及び２号炉中央制御室 

均一化の
程度 

系統 
トレーサガス濃度測定値の場所によるバラツ

キ： 
（測定値-平均値）／平均値（％） 

Ｂ系 －6.4％～4.5％ 
Ａ系 －6.4％～4.5％ 

試験手法 全サンプリング点による試験手法 

適用条件 

内容 
適
用 

備考 

トレーサガス濃度測定値のバラツキ
が平均値の±10％以内か。 

○ 

決定係数 R2が 0.90以上であること。 ○ 

均一化の目安を満足
するが，全サンプリ
ング点による試験手
順を適用する 

①中央制御室の空気流入率が，別区
画に比べて小さいこと。

― 

②特異点の除外が，１時点の全測定
データ個数の 10%未満であるこ
と。

― 特異点の除外は無い 

③中央制御室以外の空気流入率が大
きい区画に，立入規制等の管理的
措置を各種マニュアル等に明記
し，運転員へ周知すること。

― 

中央制御室エンベロ
ープ内を包含するリ
ーク率で評価してい
る。 

試験結果 
系統 

空気流入率 
（＋以下は 95％信頼限

界値） 
決定係数Ｒ2 

Ｂ系 0.082回/h（+0.0030） 0.93 
Ａ系 0.076回/h（+0.012） 0.93 

特記事項 なし 

・試験結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

・試験結果の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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1-4 運転員の交替について 

運転員の交替を考慮した中央制御室の居住性（設計基準）を評

価するにあたり，平常時の直交替である5直2交替を考慮した。 

直交替サイクルを表1-4-1に，評価期間30日間の直交替スケジュ

ールを表1-4-2に示す。なお，表1-4-2においては，Ａ班が訓練明

けの１直に入った際に事故が発生したと仮定している。 

表1-4-1 直交替サイクル 

中央制御室の滞在時間 

1直 8：30～21：25（12時間55分） 

2直 21：00～8：55（11時間55分） 

表1-4-2 直交替スケジュール（①：１直，②：２直） 

Ａ班の最初の入域もカウントし，30日間の中央制御室滞在時間

及び入退域滞在時間の最大値を評価すると，Ａ班の 

中央制御室滞在時間：198時間40分（1直8回＋2直8回） 

入退域滞在時間： 8時間 0分（入退域数32回，１回あたり15分） 

が最大となる。 

5  中央制御室の居住性評価（設計基準事故時）の直交替の考慮に

ついて 

運転員の交代を考慮した中央制御室の居住性（設計基準）を評

価するに当たり，平常時の直交替である 5直 2交代を考慮した。 

直交替サイクルを第 5-1表に，評価期間 30日間の直交替スケ

ジュールを第 5-2表に示す。 

第 5-1表 運転員の勤務形態 

第 5-2表 直交替スケジュール 

4 運転員の交替について 

通常時の運転員の勤務形態は，５班以上編成した上で２交替勤

務を行うよう保安規定で定めているが，運転員の交替を考慮した

中央制御室の居住性（設計基準）を評価するにあたり，仮に通常

どおりに運転員を確保できない場合として４直２交替を仮定し，

運転員１人当たりの30日間の平均的な実効線量を評価している。 

直交替サイクルを表4－1に，評価で想定した30日間の直交替ス

ケジュールを表4－2に示す。なお，表4－2においては，Ａ班が訓

練明けの１直に入った際に事故が発生したと仮定している。 

運転員１人当たりの30日間の中央制御室滞在時間及び入退域滞在

時間の平均値を評価※すると，以下となる。 

※：被ばく評価手法（内規）に示された計算方法 

・運転員１人当たりの平均的な中央制御室滞在時間 

30日×24h×（12h/直×２直/日×30日/4直）/（24h/日×30日）

＝180h 

・入退域所要時間 

30日×24h×（0.5h/直×２直/日×30日/4直）/（24h/日×30日）

＝7.5h 

表4－1 直交替サイクル 

中央制御室の滞在時間 

１直 ８：00～21：10（13時10分） 

２直 21：00～８：10（11時10分） 

表4－2 評価で想定した直交替スケジュール（①：１直，②：２

直） 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

・評価条件の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 
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6 コンクリート密度の根拠について 

1. はじめに

日本建築学会 建築工事標準仕様書・同解説「原子力発電所施

設における鉄筋コンクリート工事（以下，JASS 5N）」に基づき，

コンクリート密度を乾燥単位容積質量として計算を実施した。 

2. 乾燥単位容積質量の推定方法

JASS 5Nに記載されている予測式（解 3.6）を用いて，以下の手

順で推定した。 

① 骨材（砂，砂利）試験記録より絶乾比重最小値と表乾比重

最大値の割合を求め，調合表上の骨材重量を表乾から絶乾に

変換 

② JASS 5Nの予測式（解 3.6）により，含水率を 0とした場合

の乾燥単位容積質量ρpを算出 

③ コンクリートのばらつきを考慮して，ρpから 3σdを差し引

く。(解説図 3.10) 

  標準偏差σdは JASS 5Nに記載されている既往の原子力発

電所工事の品質管理試験の結果から 0.024t/m３（最大値）を

採用 

  ρｐ＝Ｇ０＋Ｓ０＋1.2Ｃ０＋ｗ  （解 3.6より） 

ρｐ ：乾燥単位容積質量（kg／m３） 

Ｇ０ ：調合計画における粗骨材量（絶乾）（kg／m３）※

別紙参照 

Ｓ０ ：調合計画における細骨材量（絶乾）（kg／m３）※

別紙参照 

Ｃ０ ：調合計画におけるセメント量（kg／m３）※別紙参

照

ｗ ：コンクリート中の含水量（kg／m３）※安全側に 0

とする。 

3. 推定乾燥単位容積質量について（別紙参照）

推定乾燥単位容積質量の最小値は 2.016g／cm３となり，遮蔽計

算に使用するコンクリート密度はこれを包絡する 2.00 g／cm３と

する。 

・資料構成の相違 

【東海第二】 

東海第二固有のコメン

トによる相違 
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別添３ 

 

 

 

 

 

 

 

運用，手順説明資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

運用, 手順説明資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別添３ 

 

 

 

 

 

 

 

運用，手順説明資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実線・・設備運用又は体制等の相違（設計方針の相違） 

波線・・記載表現，設備名称の相違（実質的な相違なし） 

別添 3 
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第26条 原子炉制御室等 

 

 

第26条 原子炉制御室等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第26条 原子炉制御室等

 
  

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，酸素濃度

計及び二酸化炭素濃度

計を個別に配備してい

る。 

・追加要求事項の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根は有毒ガス防護を

記載 
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技術的能力に係る運用対策等（設計基準） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技術的能力に係る運用対策等（設計基準） 

設置許可基準 

対象条文 
対象項目 区分 運用対策等 

第 26 条 原子

炉制御室等 

（技術基準規

則対象条文第

38 条 原子炉

制御室等） 

外部の状況を

把握する設備 

運用・手順 
手順に基づき，発電用原子炉施

設の外部の状況を把握する。 

体制 － 

保守・点検 － 

教育・訓練 － 

酸素濃度計及

び二酸化炭素

濃度計 

運用・手順 

手順に基づき，酸素濃度計及び

二酸化炭素濃度計により中央制

御室の居住環境の確認を行う。 

体制 － 

保守・点検 － 

教育・訓練 － 

有毒ガス防護 

運用・手順 

・敷地内可動源からの有毒ガス

発生に対応するため，全面マス

クの配備，着用手順を整備する。 

・予期せぬ有毒ガスの発生時に

対応するため，酸素呼吸器の配

備，着用手順を整備する。 

・有毒ガスの発生による異常を

検知したことを通信連絡設備に

より連絡する手順を整備する。 

体制 

・敷地内可動源からの有毒ガス

発生及び予期せぬ有毒ガスの発

生を考慮し，有毒ガス防護に係

る実施体制を整備する。 

・敷地内可動源からの有毒ガス

発生及び予期せぬ有毒ガスの発

生を考慮し，指示要員等に知ら

せるための実施体制を整備す

る。 

保守・点検 ― 

教育・訓練 

・化学物質の取り扱い及び酸素

呼吸器等の着用に関する教育を

定期的に行う。 
 

・設備の相違 

【柏崎 6/7】 

島根２号炉は，酸素濃度

計及び二酸化炭素濃度

計を個別に配備してい

る。 

・追加要求事項の相違 

【柏崎 6/7，東海第二】 

島根は有毒ガス防護を

記載 
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第1表 通信連絡設備（設計基準）における点検項目並びに点検頻 

度 

 

表１ 通信連絡設備（設計基準）における点検項目並びに点検頻 

   度 

 

 

・設備の相違 

【柏崎 6,7，東海第二】 

設置する設備の相違 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設計基準対象施設 点検項目 点検頻度 

所内通信連絡設備 

（警報装置を含む。） 

ハンドセット 

ステーション，スピーカ 

外観点検 

機能・性能試験 
１回／年 

電力保安通信用 

電話設備 

固定電話機 
外観点検 

機能・性能試験 

１回／６ヶ月
※１ 

ＰＨＳ端末 

ＦＡＸ 

局線加入電話設備 
固定電話機 外観点検 

機能・性能試験 
１回／６ヶ月 

ＦＡＸ 

テレビ会議システム 

（社内向） 

テレビ会議システム 

（社内向） 

外観点検 

機能・性能試験 
１回／６ヶ月 

有線式通信設備 有線式通信機 
外観点検 

機能・性能試験 
１回／６ヶ月 

衛星電話設備 

衛星電話設備（固定型） 
外観点検 

機能・性能試験 
１回／６ヶ月 

衛星電話設備（携帯型） 
外観点検 

機能・性能試験 
１回／６ヶ月 

無線通信設備 

無線通信設備（固定型） 
外観点検 

機能・性能試験 
１回／６ヶ月 

無線通信設備（携帯型） 
外観点検 

機能・性能試験 
１回／６ヶ月 

安全パラメータ 

表示システム 

(ＳＰＤＳ) 

ＳＰＤＳデータ 

収集サーバ 

外観点検 

機能・性能試験 
１回／年 

ＳＰＤＳ伝送サーバ 
外観点検 

機能・性能試験 
１回／年 

ＳＰＤＳデータ表示装置 
外観点検 

機能・性能試験 
１回／年 

専用電話設備 
専用電話設備 

（ホットライン） 

外観点検 

機能・性能試験 
１回／６ヶ月 

衛星電話設備 

（社内向） 

衛星テレビ会議システム 

（社内向） 

外観点検 

機能・性能試験 
１回／６ヶ月 

衛星社内電話機 
外観点検 

機能・性能試験 

統合原子力防災ネッ

トワークに接続する

通信連絡設備 

テレビ会議システム 
外観点検 

機能・性能試験 
１回／６ヶ月 ＩＰ－電話機 

ＩＰ－ＦＡＸ 

データ伝送設備 ＳＰＤＳ伝送サーバ 
外観点検 

機能・性能試験 
１回／年 

 ※１：緊急時対策所に設置している端末を対象とする。中央制御室等に設置して 

    いる端末は，通常時から使用しているため，通話することで健全性を確認 

    している。また，故障が発生した場合は，適切に補修を行う。 
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